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論文要旨 

 高い信頼性を有する耐震設計を実施し，想定される地震リスクを適正に評価するためには，建設地点

のサイト特性を正確に評価し，将来の地震動を精度よく予測することが不可欠である。現在，実務にお

いて広く用いられている 1 次元重複反射理論は，地盤を水平成層構造と仮定する簡便な手法であるが，

不整形地盤を有する地点においては，観測記録との間に無視できない乖離が生じることが知られている。

従来，このばらつきの多くは偶然的ばらつきとして統計的に処理され，方位成分を平均化することで評

価されてきた。しかし，この平均化は，特定の到来方位に対して顕著に現れる物理的なサイト特性を埋

没させ，地震ハザード評価における認識論的不確実性を残存させる要因となっている。本研究では，全

国の基盤強震観測網（KiK-net）で得られた膨大な地震観測記録を対象に，地表/地中スペクトル比（SBSR）

の方位依存性を体系的に分析し，観測される変動特性を系統的ばらつきと偶然的ばらつきに分離・評価

するとともに，実務に資する簡易評価手法を提案することを目的とする。本論文は全 7 章で構成され，

以下に各章の概要を示す。 

 第 1 章「序論」では，本研究の背景と目的について述べる。地震工学におけるサイト特性評価の重要

性と，従来の 1 次元理論およびエルゴード的仮定に基づく評価手法の限界を整理した。特に，観測記録

に見られるばらつきの中に，方位依存性という系統的な特性が含まれている可能性を指摘し，これを解

明することが地震動評価の高度化に寄与することを示した。 

 第 2 章「地震観測記録のデータベースと地表/地中スペクトル比の方位依存性」では，まず本研究で使

用する KiK-net の観測記録の選定基準と解析手法について述べた。その上で，不整形地盤を有する特定

の観測点（KiK-net 銚子中観測点）を代表事例として取り上げ，到来方向別の観測 SBSR に見られる大き

な変動を示すことで，1 次元的評価の限界を実証的に示した。さらに，全観測点を対象とした網羅的な

統計分析を行い，SBSR のピーク周波数や振幅が地震波の到来方位によって有意に変動すること，および

その方位依存性が多くの観測点で普遍的に見られる現象であることを明らかにした。 

 第 3 章「二重スペクトル比法に基づく変動要因の検証」では，二重スペクトル比法に基づいて，SBSR

の変動に含まれる震源・伝播経路特性の影響を除去し，サイト近傍の地盤構造等の条件に起因する変動

成分を抽出する手法について論じた。この手法により，SBSR のばらつきが，大局的要因によるものか，

局所的要因によるものかを明確に区別し，方位依存性がサイト固有の物理現象であることを裏付けた。 

 第 4 章「サイト特性における不確実性の整理と不整形地盤サイトにおける物理的検証」では，サイト

特性に含まれる認識論的不確実性（モデル化可能な変動）と偶然的ばらつき（真のランダム成分）の整

理を行い，不整形地盤における評価精度の限界について論じた。不整形地盤を有する観測点を模した地

盤モデルを対象に，2 次元有限要素法（FEM）を用いた数値シミュレーションを実施した。観測された

系統的な変動が，地下の不整形構造による散乱現象等で定性的に再現可能であることを実証した。 

 第 5 章「地表/地中スペクトル比における偶然的ばらつきと系統的ばらつきの分離」では，観測された

SBSR の変動構造を統計的に解明するための枠組みを提示した。分散分析等の統計手法を用い，総変動を

地震ごとにランダムに生じる偶然的ばらつきと，サイト固有の条件に起因して再現性をもって現れる系

統的ばらつきに分離した。これにより，従来の手法では評価しきれなかった系統的な変動成分の定量的

評価を行った。 

 第 6 章「変動要因の感度解析と簡易評価手法の提案」では，第 5 章で評価した偶然的ばらつきと系統

的ばらつきの簡易予測手法を提示した。偶然的ばらつきの周波数特性は，地盤の卓越周波数で正規化す

ることでサイトに依らない共通した形状を示したことから，卓越周波数による予測式を構築した。また，

機械学習モデリングを用いた感度解析を実施し，地形・地質情報や S 波速度構造等の物理パラメータが，
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SBSR の系統的ばらつきにどの程度寄与しているかを分析した。高感度パラメータ群の水準の組み合わ

せにより観測点を 27 グループに分類し，各グループにおける系統的ばらつきの代表値を算出すること

で，詳細な地盤調査を実施せずとも，地形情報等からサイト特性の変動幅を推定可能な簡易評価手法を

提案した。 

 第 7 章「結論」では，本研究で得られた知見を総括した。SBSR の方位依存性を考慮し，提案した簡易

評価手法を用いることで，従来の平均的な評価手法に比べてサイト増幅特性の予測精度が向上すること

を確認し，今後の非エルゴード的地震ハザード評価への実装に向けた展望をまとめた。 
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第 1 章 序論 
 

1.1   研究の背景 
 

 地震工学の主たる目的は，将来発生しうる地震動を精度よく予測し，構造物の被害を最小限に抑え

ることにある。地震動の特性は，震源における断層破壊過程等から表現される震源特性，地殻内を伝

播する過程での減衰や散乱から表現される伝播経路特性，そして地表近傍の堆積層によるサイト特性

の積として物理的に記述される[1-1]。このうち，サイト特性は，局所的な地盤条件によって地震動振幅

を数倍から十数倍に増幅させ，極めて狭い範囲に甚大な被害を集中させる支配的な要因となることが

知られている。したがって，建設地点固有のサイト特性を定量的かつ正確に評価することは，地震工

学における重要課題の一つである。 

 長年にわたり，サイト特性の評価には地盤を水平成層構造と仮定する 1 次元重複反射理論が標準的

に用いられてきた[1-2]。この理論的枠組みの基礎は，Kanai (1950)[1-3]により確立された重複反射理論

や，Thomson (1950)[1-4]および Haskell (1953)[1-5]によって確立されたプロパゲータマトリクス法にあ

る。多層構造を持つ弾性体中の波動伝播を，各層の特性（密度，速度，層厚）を表す行列の積として

記述する手法を定式化した。これにより，任意の層構造に対する理論伝達関数（Theoretical Transfer 

Function; TTF）を解析的に求めることが可能となり，成層地盤における地震応答解析の物理的基盤が

形成された。1970 年代に Schnabel らによって開発された SHAKE プログラム[1-6]は，この重複反射理

論に媒質の非線形性（ひずみ依存性）を考慮するための等価線形化法を組み込むことにより，工学的

実装として広く普及した。この手法の確立により，地表から深さ 30m までの平均 S 波速度（AVS30）

による地盤分類が各国の耐震設計基準等に導入され，現在でも地震動予測式（Ground Motion Model; 

GMM）のサイトを代表する指標として広く使用されている。 

しかし，過去の大地震において観測された被害分布や強震動記録から，単純な 1 次元モデルでは説

明できない増幅現象が実際に存在することが明らかになってきた。 

 例えば 1985 年 9 月 19 日に発生したミチョアカン地震（Mw8.1）では，震源から約 400km 離れた

メキシコシティにおいて，極めて甚大な被害をもたらした。特に，かつてテスココ湖であった軟弱地

盤では，硬質地盤と比較して周期 2 秒から 4 秒の長周期成分が増幅され，その揺れが数分間にわたっ

て継続した。この長周期地震動は，同程度の固有周期を持つ中高層建物と共振し，選択的な倒壊を引

き起こした。Bard & Bouchon (1985)[1-7]や Kawase & Aki (1989)[1-8]により，この現象は単なる表層地盤

の増幅だけでなく，盆地端部で生成された表面波（レイリー波等）が 減衰の小さい軟弱な盆地内部に

トラップされ，水平方向の多重反射を繰り返すことで振幅の増大と継続時間の伸長を引き起こす盆地

効果であることが明らかにされた。 

 盆地のような凹型構造が増幅を引き起こす一方で，凸型の地形もまた，地震動を局所的に増幅させ

る要因となり得る。1993 年 1 月 15 日に発生した釧路沖地震（MJ7.5）において，釧路地方気象台では

919 cm/s2 という大加速度が記録された一方で周辺被害が軽微であった。太田(1995)[1-9]の分析によれ

ば，この大加速度は，台地端部（崖上）という凸型地形がもたらす 4.5〜6Hz 帯域の増幅効果に加え，
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地震計基礎自体が持つ約 10Hz の固有振動数が高周波成分を選択的に強調した結果であるとされる。

本震時には地盤の非線形化により卓越振動数が約 5Hz へと低下したものの，これら局所的な地形・基

礎特性が複合的に作用することで構造物破壊能の低い短周期パルスが見かけ上の加速度を押し上げ

たと解釈されている。本事例は最大加速度（PGA）や広域的な地盤分類だけでは局所的な被害リスク

を正しく評価できず，サイト周辺の地形がもたらす複雑な応答特性を考慮する必要性を強く示唆して

いる。 

 直下型地震における不整形地盤構造の影響を特に印象付けたのが，1995 年 1 月 17 日に発生した兵

庫県南部地震（MJ7.3）である。神戸市中心部では，震度 7 の被害が幅約 1km の狭い帯状の領域に集

中する「震災の帯」が形成された。Kawase (1996)[1-10]は，この被害集中域が六甲山地と大阪湾の境界

付近に位置することに着目し，基盤から鉛直に入射する直達 S 波と盆地端部の急峻な盆地端部で生成

された回折波や表面波が増幅的な干渉を起こした結果であると解釈した。その後の 3 次元シミュレー

ションにおいても，震源の指向性と盆地端部の 3 次元構造によるフォーカシング効果が，被害分布を

よく再現していることが確認された[1-11]。 

 これらの事例は，不整形地盤や複雑な地形を有する地点においては，2 次元・3 次元的な波動伝播

がサイト応答を支配し，局所的に想定外の被害をもたらすことを示している。その物理的解釈を裏付

けてきたのは，2 次元・3 次元地盤モデルを用いた地盤応答解析の理論的枠組みである。1970 年代に

は，Aki & Larner (1970)[1-12]が不整形な境界面を持つ地盤の波動散乱を，平面波の離散化波数積分法を

用いて定式化した。また，無限領域へのエネルギー逸散を扱う粘性境界[1-13]や伝達境界[1-14]が登場し

たことで，限られた範囲のモデル化が可能となり現実的な計算コストによる地盤解析が可能となった。

1980 年代には，Kausel & Peek (1982)[1-15]により，層厚を十分に薄くすることで，鉛直方向を有限要素

法的な補間を，水平方向を波動関数の解析解を用いて定式化し，厳密性と柔軟性を兼ね備えた薄層法

が確立された。AL 法や薄層法は，特定の幾何形状に対しては強力なツールであったが，任意の複雑な

地盤構造を扱うには領域全体を離散化する有限差分法(FDM)や有限要素法(FEM)といった数値解析手

法が必要不可欠であった。FDM は，FEM に比べてメモリ効率がよく，大規模計算に適していたため早

期に地震動シミュレーションに適用された。Virieux[1-16]は，空間的・時間的に半格子ずらすスタッガ

ード格子と，速度-応力ベクトルを定式化することで，FDM の数値安定性を飛躍的に高めた。1990 年

代に入ると，スーパーコンピュータの性能向上に伴い，Frankel (1993)[1-17]や Olsen et al. (1995)[1-18]な

ど，大規模な 3 次元モデルによる数値解析が実現した。 

 地震動シミュレーション技術が発展してきたものの，いまだに構造物の対象周波数帯とのミスマッ

チは残る。構造物の主要な固有振動数は，10Hz 以下に集中しているが[1-19]，地震動シミュレーション

において数値解析手法を用いて 10Hz 程度までをモデル化しようとする場合，地盤のかなり詳細な物

性値を把握する必要がある。S 波速度が 200m/s の地盤で有効周波数を 10Hz とする場合，経験的に

波長の 1/5～1/10 程度にメッシュ分割する必要があることから，2～4m 程度の解像度が求められる。

これほどの解像度で地盤の微細な不均質性を広域で特定することは現代の物理探査技術では限界が

あるため，この帯域での決定論的な解析は信頼性を担保できないという課題が残っている。 

 物理モデルの高度化･精緻化が進む一方で，予測値と観測地の間には常に無視できない乖離，ばら

つきが存在する。これらを統計的に扱うために，地震動予測を観測された記録から回帰式を構築する

という経験的なアプローチをとる，GMM および確率論的地震ハザード評価（Probability Seismic Hazard 
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Assessment; PSHA）の枠組みが発展してきた。GMM の構築において，このばらつきは対数正規分布に

従う確率変数として扱われ，対数標準偏差によって定量化される[1-20]。PSHA の枠組みは，原子力建屋

などの重要施設における外力評価で用いられ，あらゆる不確実性を考慮することで想定外の事象を減

らすことが重要視される。GMM のばらつきを確率変数として扱うこととのシナジーから，両者は相

補的に発展してきた。Abrahamson & Bommer (2005)[1-21]は，全ばらつきを，発生要因に基づき「偶然

的不確実性」と「認識論的不確実性」の 2 つに概念的に分類することの重要性を示している。偶然的

不確実性とは，自然現象そのものが持つ本質的なランダム性であり，現在の科学的知見やモデルでは

説明・削減が不可能な成分である。一方，認識論的不確実性は，データの不足，測定誤差，あるいは

モデル化の不完全さに起因するものであり，知見の蓄積や高度なモデルの導入により低減可能な成分

である。従来の GMM 構築においては，多くの観測点と多数の地震イベントから得られたデータを回

帰分析することで平均的な特性を評価してきたが，ここで暗黙のうちに適用されているのが，「エル

ゴード性の仮定」である[1-22]。これは，「空間的な平均」と「時間的な平均」が等価であるとみなす仮

定である。そのため，個々のサイトが持つ固有の偏りをもサイト間のばらつきとして一括りに処理さ

れるという課題があった。 

このように，物理シミュレーションと統計的モデリングの両面からサイト特性の評価は進められて

きたものの，高周波数帯域の複雑な事象は PSHA においては多くの部分を偶然的不確実性として扱わ

れてきた。近年，エルゴード性の仮定を排した，非エルゴード的サイト応答評価への転換が提唱され

ていることから[1-23]，従来「偶然的不確実性」として不可避とされてきた変動成分の一部を，サイト

固有の「系統的特性」として分離・特定することで，GMM・PSHA の高度化へと貢献することができ

る。本研究は，この非エルゴード的評価の潮流に位置づけられるものである。 

 

1.2   サイト特性評価に関する研究動向と課題 
 

サイト特性の評価において，1 次元重複反射理論は物理的な第一近似として有用であり，現在にお

いても実務上のデファクトスタンダードとなっているが，近年の大規模な観測データに基づく検証は，

その適用範囲が限定的であることを明らかにしている。Thompson et al. (2012)[1-24]は，防災科学技術

研究所が整備する基盤強震観測網（KiK-net）[1-25]の約 100 地点を対象に，観測された地表/地中スペ

クトル比（Surface-to-Borehole Spectral Ratio; SBSR）と 1 次元理論による TTF の適合度を定量的に分

類する手法を提案した。この分析によれば，1 次元理論が統計的に「適合する」と判定されたサイト

は 16 地点に留まり，残りの 8 割以上のサイトでは理論で説明できないピークの出現や，著しいばら

つきが確認された。同様に，笠松ら（2011[1-26]，2014[1-27]）および Ikeura et al. (2021)[1-28]においても，

KiK-net 観測点 355 地点を対象に一次元地盤モデルを評価する検討を行っており，約 2/3 の地点でモ

デル作成が困難であることを報告している。さらに，Tao & Rathje (2020)[1-29]は，鉛直アレイ解析にお

ける理論的な問題点として「擬似共振（Pseudo-resonance）」に着目した。彼らは，1 次元理論が予測

する鋭いピーク（上昇波と下降波の完全な干渉に起因するもの）が，実際の観測記録では不整形性に

よる散乱効果等で消失している場合が多く，この擬似的なピークをモデル化しようとすることが，評

価精度を著しく低下させる要因であることを示した。これらの研究により，山間部や堆積盆地端部な
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どの複雑な地盤環境において，1 次元理論に基づく評価が物理的な限界を迎えていることは明白とな

った。 

1 次元理論の限界を克服するため，前述したような 2 次元や 3 次元の物理モデルを用いた数値シミ

ュレーション技術の開発が進められてきた。その有効性と実用性を検証する国際的な枠組みとして，

「Effects of Surface Geology (ESG)」に関する一連のシンポジウムが重要な役割を果たしてきた。1992

年に小田原で開催された ESG1（足柄平野）における国際ブラインド予測実験では，複雑な盆地構造の

影響が注目されたものの，地盤パラメータの不確実性が支配的であったため，統計的には 2D/3D モ

デルが 1 次元モデルよりも有意に優れた予測精度を示すには至らなかった[1-30]。その後の検証，特に

2006 年の ESG3（グルノーブル）においても，参加した多くの研究チームによる 3 次元シミュレーシ

ョン結果に大きなばらつきが生じ，モデル化に伴う人為的な不確実性が課題として浮き彫りになった

[1-31]。近年の ESG6（2016 年熊本地震を対象とした実験）に至り，詳細な 3 次元地下構造モデルが整

備された条件下でようやく 2D/3D モデルの優位性が実証されたものの[1-32]，依然として詳細モデルの

構築にかかる膨大なコストや労力が，広域評価への適用を阻む実用上の障壁として認識され続けてい

る。すなわち，物理的には 3 次元モデルが正解であると分かっていても，実務的なハザード評価にお

いて，すべてのサイトで詳細な 3 次元モデルを構築・計算することは現実的ではない。したがって，

物理シミュレーションに頼り切るのではなく，蓄積された観測データから不整形地盤効果（3 次元効

果）を効率的に抽出し，評価モデルに反映させる新たなアプローチが求められている。 

1 次元理論との乖離が生じる物理的要因の検証と並行して，観測されるサイト特性のばらつきの性

質に関する研究も進められている。近年の GMM の分野では，空間的なばらつきを時間的なばらつき

と等価とみなす従来のエルゴード仮定からの脱却が進展してきた。Atkinson (2006)[1-33]や Al Atik et al. 

(2010)[1-34]らは，全ばらつきからサイト固有の系統的な成分を分離し，観測点固有の不確実性（Single-

Station Sigma）のみを抽出する「非エルゴード的（Non-ergodic）」な評価の枠組みを確立した。この手

法では，全ばらつきをサイト固有の平均的な偏り（𝛿𝛿𝑆𝑆2𝑆𝑆）と，単一観測点内でのイベントごとのばら

つき（𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆または𝜙𝜙0）に分離して評価する。この潮流の中で，Pilz & Cotton (2019)[1-35]は KiK-net の観

測記録を用いてスペクトルインバージョンにより分離したサイト特性のばらつきを分析している。そ

の結果，2D/3D サイトでは 1 次元理論に基づく予測値から系統的な乖離が見られるだけでなく，1 次

元サイトと比較して単一観測点内でのばらつき（𝜙𝜙0）も有意に大きいことを明らかにした。これは，

2D/3D サイトの応答が震源の方位や入射角に対して敏感に変化するためであり，複雑な地盤構造が予

測の不確実性を増大させる要因であることを示唆している。 

しかし，このようなばらつき分解のアプローチにおいても，依然として解決すべき課題が残されて

いる。それは，単一サイト内で観測される変動の物理的要因，特に地震波の到来方位に依存する変動

の帰属が曖昧な点である。Al Atik et al. (2010)[1-34]により，全ばらつきを震源・経路・サイトの各成分

に分解する体系的な枠組みが整備され，経路に起因するばらつき（𝜙𝜙𝑃𝑃2𝑃𝑃）が定義された。これに基づ

き Rodriguez-Marek et al. (2011)[1-36]は，単一観測点ごとの変動量（𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆）を評価したが、彼らのモデル

において 𝜙𝜙𝑃𝑃2𝑃𝑃   は 𝜙𝜙𝑃𝑃2𝑃𝑃の中に不可分な成分として内包されており，間接的な評価に留まっている。

このため，𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆として算出された変動の中に方位依存性が含まれていた場合，それが震源からサイト

に至る伝播経路の不均質性に起因するものか，それともサイト近傍の地盤構造や波動の入射条件によ

るものなのかを，GMM の残差分析のみから判別することは困難である。 
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この変動の帰属問題に対して，より直接的な知見を得るためには，同一地点の鉛直アレイ記録から

得られる SBSR の挙動を分析することが有効であると考えられる。SBSR は，理論上，震源特性や深部

までの伝播経路特性が分母・分子で相殺されるため，観測される変動はサイト近傍の浅部地盤の影響

を強く反映しているとみなせるからである。もし，震源・伝播経路特性が除去された SBSR において

も有意な方位依存性やばらつきが確認されるのであれば，それはサイト近傍の複雑さに起因するサイ

ト項としての性質を示唆することになる。これまでの研究では，SBSR の方位依存性が統計的なばら

つきにどの程度寄与しているのか，またそれがどのような条件下で顕在化するのかについて，定量的

な評価は十分になされていない。 

 

1.3   本研究の目的と構成 
 

 以上の背景を踏まえ，本研究は，全国の KiK-net で得られた膨大な地震観測記録を対象に，SBSR の

方位依存性を体系的に分析し，観測される変動特性を「系統的ばらつき」と「偶然的ばらつき」に分

離・評価することを目的とする。具体的には、以下の 3 点を主要な目的とする。 

 

1) 方位依存性の統計的検証 

 KiK-net 観測点を対象とした網羅的な解析を行い，SBSR が地震波の到来方位によってどのよう

に変動するかを定量的に評価する。これにより，1 次元理論では説明できない方位依存性が，特

殊な事例ではなく，普遍的な現象であることを実証する。 

2) 変動要因の特定と分離 

 従来，伝播経路特性を評価する手法として確立された二重スペクトル法を応用し，SBSR の変

動から震源・伝播経路の影響を除去することで，変動の主要因が局所的なサイト特性にあること

を検証する。さらに，不整形地盤モデルを用いた数値シミュレーションにより，観測された系統

的な変動が定性的に説明可能であることを検証する。 

3) 簡易評価手法の提案 

 観測記録から偶然的ばらつきおよび系統的ばらつきを分離する手法を提案する。また，分離さ

れたばらつきを個別に評価する手法を提案する。偶然的ばらつきは卓越周波数をベースにした評

価方法を構築する。系統的ばらつきは，地形・地質情報等の物理パラメータとの関係性を，機械

学習等により感度解析を実施し，感度の高いパラメータを用いてグルーピングすることで，詳細

な地盤調査を実施せずともサイト特性の変動を推定可能な簡易評価手法を構築する。これにより，

非エルゴード的な地震ハザード評価の実務への適用を支援する。 

 

 本論文は全 7 章で構成される。各章の概要は以下の通りである。 

 

 第 1 章「序論」では，本研究の背景として，地震工学におけるサイト特性評価の重要性と，従来の

1 次元理論およびエルゴード的仮定に基づく評価手法の限界について述べた。特に，観測データに見

られるばらつきの中に，物理的に解明可能な系統的特性が含まれている可能性を指摘し，本研究の目

的と意義を提示した。 
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 第 2 章「地震観測記録のデータベースと地表/地中スペクトル比の方位依存性」では，本研究の基

盤となる KiK-net 観測記録のデータベース構築について詳述する。観測記録の選定基準，S/N 比によ

る品質管理，および解析手法について述べた後，具体的な分析結果を示す。まず，不整形地盤を有す

る KiK-net 銚子中観測点（CHBH14）等を代表事例として取り上げ，到来方向別に計算された SBSR が，

1 次元理論では説明できない大きな変動を示すことを実証的に示す。さらに，全観測点を対象とした

統計分析を行い，SBSR のピーク周波数や振幅が到来方位に対して有意な変動を示す観測点の割合や

その傾向を明らかにする。 

 第 3 章「二重スペクトル比法に基づく変動要因の検証」では，観測された SBSR の方位依存性が，

真にサイト特性に帰属されるかを検証する。近接する観測点ペアを用いた二重スペクトル比法

（Twofold Spectral Ratio；TSR）を応用することで，震源特性および震源から基盤までの伝播経路特性

（Q 値等）の影響を相殺・除去する。残差として抽出された変動成分の空間相関分析を通じて，方位

依存性が広域的な伝播経路の不均質性ではなく，観測点直下の局所的な地盤構造に起因する現象であ

ることを裏付ける。 

 第 4 章「サイト特性における不確実性の整理と不整形地盤サイトにおける物理的検証」では，サイ

ト特性評価における「認識論的不確実性」と「偶然的ばらつき」の概念整理を行う。その上で，第 2

章で確認された方位依存性が，物理的なメカニズムとして妥当かどうかを検証するため，2 次元有限

要素法（FEM）を用いた数値シミュレーションを実施する。不整形な基盤形状や複雑な地形を有する

モデルにおいて，散乱・回折現象が観測記録と同様のスペクトル変動を再現し得ることを定性的に示

す。 

 第 5 章「地表/地中スペクトル比における偶然的ばらつきと系統的ばらつきの分離」では，観測さ

れた SBSR の総変動を分解する枠組みを提示する。2 地震間での SBSR の変動を，2 つの異なるデータ

セットから評価することで，総変動を「地震ごとにランダムに生じる成分（偶然的ばらつき）」と，「サ

イト固有の条件に起因して再現性をもって現れる成分（系統的ばらつき）」に分離する。 

 第 6 章「変動要因の感度解析と簡易評価手法の提案」では，第 5 章で分離・評価された各ばらつき

成分を，実務において予測・評価するための手法を提案する。偶然的ばらつきについては，地盤の卓

越周波数による正規化を行うことで，サイトに依存しない共通の特性モデルを構築する。一方，系統

的ばらつきについては，地形・地質情報や S 波速度構造、基盤深さ等の物理パラメータを用いた感度

解析を実施する。機械学習モデリングにより，系統的ばらつきの大きさに寄与する支配的な因子を特

定し，高感度パラメータ群の組み合わせに基づいて観測点を 27 のグループに分類する。最終的に，

各グループにおける系統的ばらつきの代表値を提示することで，大規模な数値解析を行わずともサイ

ト特性の不確実性幅を簡易に推定できる手法を提案する。 

 第 7 章「結論」では，本研究で得られた知見を総括する。SBSR の方位依存性を考慮し，提案した簡

易評価手法を用いることで，従来の平均的な評価手法に比べてサイト増幅特性の予測精度が向上する

ことを確認し，今後の非エルゴード的地震ハザード評価への実装に向けた展望をまとめた。 

 本研究の検討フローと構成のイメージを図 1-1 に示す。 
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図 1-1 本研究の検討フローと構成 
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第 2 章 地震観測記録のデータベースと 

地表/地中スペクトル比の方位依存性 

 

2.1   概要 
 

 第 1 章で述べたように，サイト特性の評価には不確実性が伴う。従来の 1 次元重複反射理論に基づ

く評価では，地盤を水平成層構造と仮定し地震動は鉛直下方から入射する平面波として扱われる[1-2]。

しかし，実際の地盤構造は必ずしも水平成層ではなく，傾斜や不整形性を有する場合が多い。この手

法は計算コストが低く，成層地盤においては一定の精度を有するが，盆地端部や傾斜基盤といった不

整形地盤を有する場面においては，その適用限界が指摘されている[1-24]。また，観測される地震動は

様々な方向から到来し，散乱や回折を含む複雑な波動場を形成する[1-10]。このため，観測される地表

/地中スペクトル比（Surface-to-Borehole Spectral Ratio; SBSR）は，同一地点であっても地震イベント

ごとに大きな変動を示すことが知られている[1-24]。この変動は，従来の地震動予測モデル（Ground 

Motion Model; GMM）においては偶然的不確実性として扱われてきたが，近年ではその一部がサイト

固有の物理的要因に起因する認識論的不確実性である可能性が議論されている[2-4]。本章では，KiK-net

地震観測記録[2-5]を用いた分析により，地盤の線形範囲内における SBSR のばらつきを定量的に把握

し，その要因を明らかにする。本章は以下の 3 段階で構成する。まず，全 KiK-net 観測点を対象とし

た統計により，地盤の線形範囲内における SBSR のばらつきを定量的に把握する。次に，表層に不整

形地盤を有すると考えられる特定観測点（KiK-net 銚子中観測点）を対象とした詳細解析を行い，その

変動が地震波の到来方向に依存する現象（方位依存性）であることを検証する。最後に，多変量解析

を用いて全観測点における変動要因を統計的に検定し，方位依存性が特定の地点に限らない普遍的な

現象であり，入射角よりも支配的な要因であることを示す。 

 

2.2   Transverse 成分に基づく全 KiK-net 観測点の SBSR 変動評価 
 

 本検討では，日本全国に鉛直アレイが展開されている KiK-net の地震観測記録を使用し，SBSR のば

らつきを定量評価し，どのような変動を示すかを概観する。解析にあたっては，地震波の進行方向に

直交する成分である Transverse 成分（水平せん断波：SH 波に相当）に着目する。Transverse 成分は，

単純化された 1 次元等方モデルにおいては P-SV 変換の影響を受けず，純粋な SH 波の多重反射として

記述されるため，サイト特性評価において地盤のせん断剛性構造を反映しやすい[1-2]。一方で，地盤に

3 次元的な不整形や異方性，散乱体等が存在する場合，Transverse 成分には Love 波の生成や SH-SV カ

ップリングによる複雑な挙動が現れる。したがって，Transverse 成分のばらつきを分析することは，

1 次元理論からの逸脱を検出する上で感度の高いアプローチとなりうる。 
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2.2.1   解析対象観測点および地震記録の選定 
 本検討では，KiK-net の全観測点（約 700 地点）を対象にデータベースを構築した。このうち，地

表および地中の加速度計が共に正常に稼働しており，かつ十分な観測記録数が蓄積されている観測点

を選定した。各観測点において，観測開始から 2024/4/30 までに観測された地震記録を収集対象とし

た。なお，対象とする地震は，下記の条件をもとに選定した。 

 

・ 地震規模 

解析の信頼性を確保するため，S 波主要動部分のフーリエスペクトルがノイズレベルに対して十

分な振幅を有している（S/N 比が一定以上である）記録を対象とすることを目的に，気象庁マグ

ニチュード（MJ）が 4.0 以上の地震を対象とした。 

・ 地表最大加速度（Peak Ground Acceleration; PGA） 

サイト特性の本来のばらつきを評価するためには，地盤の非線形化による見かけの変動を極力排

除する必要がある。そのため，野口・笹谷(2011)[2-6]を参考に，PGA が 1-50cm/s2の範囲の記録の

みを解析対象とした。 

・ 地震イベントの単一性 

単一の震源に由来する地震動を抽出するため，JMA2001 走時表（上野他，2002[2-7]）を用いた走

時に基づき，複数の地震が時間的に近接して発生し，波形が重複する可能性のある地震を除外す

るスクリーニングを行った。 

 

 最終的なデータセットは 693 観測点における 6,973 地震，合計 152,352 記録で構成された。主要な

パラメータの分布を図 2-1 に示す。同図には，MJ，震源深さ，PGA，震央距離，震源距離，および見

かけの入射角のヒストグラムが含まれる。なお見かけ入射角は，層境界での反射や屈折を考慮せず，

震源と観測点を結ぶ直線経路から算出した角度である。 
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図 2-1 構築したデータセットのヒストグラム 
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2.2.2   データ処理およびばらつきの定量評価 
観測された水平 2 成分（NS 成分，EW 成分）の加速度時刻歴波形に対し，気象庁地震月報[2-8]の情

報に基づき算出された震源方位を用いて座標回転を行い，Radial 成分および Transverse 成分を作成し

た。地中の設置方位は Hi-net で公開される方位補正角[2-9]に加え，方位補正角データの無い観測点で

は規模の大きい地震の地表と地中の長周期波形が一致する角度を確認した上で方位補正を施した。同

一観測点でも，計器の盛り替え等で時期により SBSR に明瞭な異なる傾向が見られた場合は，より新

しい記録を対象とした。また，明瞭な方位角の一致が見られなかった観測記録は対象外とした。なお，

前節で構築したデータベースは，本スクリーニングも適用した後のデータセットである。表 2-1 に，

汐見(2012)[2-9]で方位補正角が明示されていなかったものの，長周期波形が一致せずに修正・除外した

観測点の一覧を示す。 

SBSR は，Transverse 成分を対象とし，地表および地中記録の全長を用いたフーリエスペクトルに

バンド幅 1Hz の Parzen 窓を施したのち，比をとることで算出した[2-6]。また，第 1 章で議論したよう

に多くの構造物に影響する帯域であり，表層地盤の特性が強く反映される 1-10Hz の周波数帯を検討

対象とした。 
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表 2-1 個別に設置方位補正を実施した観測点一覧 

   

地中 地表
AICH06 ～ 2000/10/06 179 ー ー 地中記録長周期成分のS/N比が悪いため対象外
AICH21 ～ 2007/12/20 1 ー ー 地中記録長周期成分のS/N比が悪いため対象外
AKTH06 ～ 2012/11/25 14 14 14 Hi-net地中を基に地表を調整
AKTH06 2012/11/26 ～ 4 4 14 Hi-net地中を基に地表を調整
FKOH07 ～ 2002/05/24 -85 -85 10 Hi-net地中を基に地表を調整
FKOH09 ～ 47 47 -18 Hi-net地中を基に地表を調整
FKSH09 ～ -85 -85 -25 Hi-net地中を基に地表を調整
FKSH17 ～ 163 163 -15 Hi-net地中を基に地表を調整
GNMH10 2003/07/12 ～ -11 -11 -96 Hi-net地中を基に地表を調整
HDKH05 2003/07/04 ～ 2013/10/07 -2 -2 -37 Hi-net地中を基に地表を調整
HDKH05 2013/10/08 ～ 6 6 -49 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH04 ～ 2002/04/05 11 11 -3 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH09 ～ 2002/04/08 -12 -12 -20 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH09 2002/04/09 ～ 2008/03/01 -7 -7 -20 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH14 ～ 1 1 -14 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH15 ～ 2 2 -8 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH17 ～ 4 4 -6 Hi-net地中を基に地表を調整
HRSH18 ～ 2 2 -18 Hi-net地中を基に地表を調整
HYGH04 ～ 2015/01/17 -6 -6 -166 Hi-net地中を基に地表を調整
HYGH05 ～ 0 ー ー 長周期波形の一致度低いため除外
HYGH13 ～ 2016/09/08 0 0 -35 Hi-net地中を基に地表を調整
HYGH14 ～ 2007/07/16 0 0 -20 Hi-net地中を基に地表を調整
HYGH14 2007/07/17 ～ 1 1 -20 Hi-net地中を基に地表を調整
ISKH01 ～ 2002/04/02 -178 ー ー 長周期波形の一致度低いため除外
ISKH01 2002/04/03 ～ 2005/05/22 -176 ー ー 長周期波形の一致度低いため除外
IWTH06 ～ 1 1 -49 Hi-net地中を基に地表を調整
IWTH23 ～ 2014/02/29 0 0 45 Hi-net地中を基に地表を調整
KGSH03 2002/05/21 ～ 2004/12/14 -156 -156 4 Hi-net地中を基に地表を調整
KGSH11 ～ 2010/01/20 -2 -2 12 Hi-net地中を基に地表を調整
KGSH11 2010/01/21 ～ -3 -3 12 Hi-net地中を基に地表を調整
KKWH01 2008/01/01 ～ 2 ー ー 地表NS成分のScale Factorに不具合か
KKWH08 ～ 3 3 23 Hi-net地中を基に地表を調整
KKWH15 ～ 2007/04/19 -4 -4 180 NS，EWが反転
KMMH02 ～ 2016/03/13 -2 -2 8 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH02 2016/03/14 ～ 2 2 8 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH05 ～ 2016/12/06 -2 -2 5 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH05 2016/12/07 ～ -1 -1 5 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH07 ～ 2010/02/17 -3 -3 -8 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH08 ～ 2002/04/13 0 0 -8 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH08 2002/04/14 ～ 2016/10/06 0 0 -8 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH08 2016/10/07 ～ -1 -1 -8 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH11 ～ 2002/05/22 -76 -76 -10 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH11 2002/05/23 ～ 2014/02/08 -41 -41 -10 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH11 2014/02/09 ～ 0 0 -10 Hi-net地中を基に地表を調整
KMMH12 ～ 2007/07/29 -1 -1 180 NS，EWが反転
KNGH20 ～ 2004/06/06 9 9 180 NS，EWが反転
KNGH22 ～ ー ー ー 地中記録長周期成分のS/N比が悪いため対象外
NIGH16 2010/01/01 ～ 1 ー ー 地中EW成分Scale Factorに不具合か
OITH01 2000/10/01 ～ 2002/04/30 109 ー ー 地表NS成分のScale Factorに不具合か
OITH03 ～ 2000/07/31 -5 ー ー 地表EW成分のScale Factorに不具合か
OKYH09 2004/07/01 ～ 2007/08/31 2 ー ー 地表EW成分のScale Factorに不具合か
YMNH08 ～ 2012/02/06 15 ー ー 地中EW成分Scale Factorに不具合か

内容
対象期間 補正角

開始日 ～ 終了日
Hi-net

（地中）
本検討
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 各観測点において，抽出された全地震イベントに対する SBSR の対数平均および対数標準偏差（𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆）

を算出した。なお，本研究における対数標準偏差は自然対数（ln）で定義する。図 2-2 に示すように，

線形範囲内であるにもかかわらず，𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆が 0.5 を超えるような大きなばらつきを示すケースが確認さ

れた。この値は，GMM において通常想定されるサイト特性のばらつきと同程度であり[2-10]，サイト固

有の応答特性自体が不確定性を有していることが示唆される。 

 

 
図 2-2 全観測点の自然対数標準偏差𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 

 

2.2.3   物理パラメータとばらつきの関係 
前節で確認された大きなばらつきの支配要因を解明するため，まず震源・パス特性を表す巨視的な

物理パラメータとの関係を確認した。図 2-3 にサイトの特徴を表すパラメータと SBSR のばらつきの

散布図を示す。サイトパラメータとしては，以下の 4 つのパラメータを比較対象とした 

・ 30m 平均 S 波速度（𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30） 

GMM でも頻繁に使用される，表層のサイト特性をよく説明するサイトパラメータ。表層 30m の

S 波速度を基に，以下の式から S 波の平均伝播速度が算出される。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30 =
30

∑ 𝐻𝐻𝑖𝑖 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑖𝑖⁄𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

 式 (2-1) 

ここで，𝑖𝑖は PS 検層の層番号，𝑛𝑛は 30m に達するまでの層数，𝐻𝐻は各層の層厚，𝑉𝑉𝑉𝑉は各層の S 波

速度を表す。 

・ 地中地震計の設置深度（𝐷𝐷ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜） 

SBSR のばらつきであるため，表層だけでなく地中地震計に関するパラメータも影響があること

を念頭に選定した。地中地震計が深い位置にある場合，より広範囲の波動場が影響し変動として

現れる可能性を考慮した。 

・ 地表-地中地震計間の平均 S 波速度（𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜） 
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𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30と同様の指標であるが，地中地震計までの S 波速度構造を基に算出する指標。より深くの

S 波速度を参照することで，より実態に則した指標となることを期待して選定した。以下の式で

表される。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 =
𝐷𝐷ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜

∑ 𝐻𝐻𝑖𝑖 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑖𝑖⁄𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

 式 (2-2) 

・ 平均インピーダンス比（𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜/𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10） 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜と，𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30よりも表層の特徴を示す 10m 平均 S 波速度（𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10）との比から算出する。

インピーダンス比に相当する指標として選定した。インピーダンス比は，異なる媒質の境界を通

過する波動の増幅率を簡易的に算出する指標である。 

 

それぞれ，観測点で公開されている PS 検層を基に算出した。SBSR のばらつきは，1-10Hz の範囲にお

いて最大となる𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆を代表値とした。これらのパラメータとばらつきの大きさとの間に有意な相関傾

向は認められなかった。 

 

 

(a) 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30との比較 

 

(b) 𝐷𝐷ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜との比較 

 

(c) 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜との比較 

 

(d) 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜/𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10との比較 

図 2-3 サイトパラメータと全観測点のばらつきの比較 
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次に，幾何学的な到来条件（方位・入射角）が変動に与える影響を検討するため，大きなばらつき

を示す代表的な観測点である MYGH13 を例に挙げ，その挙動を詳細に確認する。図 2-4は，同観測点

における全イベントの SBSR を重ね書きしたものであり，(a)は地震波の到来方向ごと，(b)は見かけの

入射角ごとに色分けを行っている。(b)の入射角による色分けでは，各色がランダムに混在しており系

統的な傾向は見られない。対照的に，到来方向で色分けした図では，特定の周波数帯域において，類

似した方位を持つイベント群（同系色の波形）が類似したスペクトル形状を示し，振幅の増幅・減衰

の傾向が方位ごとに明瞭にグルーピングされている様子が確認できる。Thompson et al. (2012) [1-24]は，

サイト応答のばらつきの大きさが地盤構造の複雑性と相関することを示唆している。本検討における

MYGH13 の事例は，その複雑性が方位依存性として現れていることを示しており，ばらつきの主な要

因が入射角ではなく，地震波の到来方向にある可能性を示唆している。次節以降では，この仮説を検

証するため，CHBH14 を用いた詳細解析および全観測点を用いた統計的検定を行う。 

 

 
(a) 到来方向 

 

 
(b) 入射角 

図 2-4 MYGH13におけるSBSR   
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2.3   特定観測点における方位依存性の事例 
 

2.3.1   KiK-net 銚子中観測点の選定理由 
 前節で確認されたばらつきの物理的メカニズムを解明するため，詳細検討の対象観測点を選定する。

MYGH13 のように極端なばらつきを示す地点は現象の確認には適しているが，地震活動の偏りや周辺

の地盤情報の乏しさなど，詳細な検討に耐えうる条件は満たしていない。 

そこで本節では，KiK-net 銚子中観測点（CHBH14）を分析対象とする。同観測点は，前節の標準的

な処理（Transverse 成分）では MYGH13 ほど極端なばらつきを示さないものの，検層データおよび標

準貫入試験から表層地盤に傾斜構造等の不整形性が存在することが示唆される。特に，CHBH14 観測

点は千葉県の最東部に位置しており，太平洋プレートおよびフィリピン海プレートの沈み込み帯が近

く，全方位から多数の地震記録が得られている点で適している。この全方位の地震記録があることは，

ばらつきの要因と考えられる方位依存性を検証する上で重要な条件であり，CHBH14 は事例分析に適

した観測点であると言える。 

 図 2-5 に，周囲の標準貫入試験結果[2-11]と KiK-net（CHBH14 地点）における PS 検層結果[2-5]を示

す．左図は各試験が実施された位置を，右図は試験結果の断面図をそれぞれ示したものである．断面

図における N 値および S 波速度は，太田・後藤(1976)[2-12]の式により概ね対応した範囲を同色として

いる．ここで， S 波速度が 300 m/s 以上（N 値 40 以上）になると考えられる深度境界を図中の黒実

線で示す．ただし，太田・後藤の式[2-12]における N 値に対する S 波速度は倍半分程度のばらつきがあ

るため，CHBH14 周辺は PS 検層の速度層境界を重視して境界線を引いた． 

 対象とした地震は，2.2節で構築したデータベースよりS/N比の良い記録を使用することを目的に，

PGA が 10-100cm/s2 の範囲の記録を対象とした。また，地中地震計の設置深度が深く，一次固有周波

数が低周波数帯域であることから，0-5Hz を解析対象範囲とし，バンド幅 0.2Hz の Parzen 窓スムージ

ングを施した SBSR を分析対象とする。図 2-6 に，対象とした 68 地震の空間分布を示す。 

SBSR の全体的な傾向を把握するために，全地震の Transverse成分の平均 SBSR と， 

表 2-2 に示す地盤モデルによる SH 波理論伝達関数とを比較した。地盤モデルは PS 検層結果を基

に設定しており，Q 値は慣例的に Vs/10 とした。図 2-7 に SBSR の比較図を示す。理論伝達関数は，

平面波を鉛直下方入射した際の SBSR(2E/(E+F))を示す．なお地中の E+F 波の計算位置は，CHBH14 観

測点の地中地震計設置深度と同じとし，における第 9 層下面とした。観測記録の SBSR では，0.71 Hz，

1.37 Hz，2.25 Hz，3.38 Hz にピークが見られる。ここで，観測記録の平均 SBSR において見られる各

ピークを低周波数側から P1，P2，P3，P4 とし，以降の検討における対象周波数帯とする。SH 波理論

伝達関数と比較すると，P1，P2 についてはピーク位置が比較的よく整合している。一方で高周波数側

の P3 や P4 付近では理論伝達関数とピーク位置が対応していない。 
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図 2-5 CHBH14観測点周辺におけるN値とS波速度の断面図 

 

 
図 2-6 観測点と対象地震震央位置図 
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図 2-7 Transverse 方向の平均 SBSR と理論伝達関数（2E/(E+F)） 

 

表 2-2 銚子中観測点における PS 検層に基づく地盤モデル 

 

 

2.3.2   座標回転処理による最大/最小振幅比の評価 
地震動記録の方位による SBSR の変動を把握するため，ピーク位置の遷移に着目して評価を行った。

一般に，不整形地盤においては水平動の SH 波と SV 波が混成するため，単一の方位のみではその特性

を捉えきれないと考えられる。そこで，全回転角中の最大振幅と最小振幅の比（最大/最小振幅比）を

指標として導入した。もし地盤構造が理想的な水平成層であれば，水平方向の応答は等方的となり，

この比は 1 に近い値をとるはずである。 

はじめに，各地震において地表・地中の記録ともに，座標軸を 10°ピッチで回転し，0°～180°

（北から時計回り）の範囲の方位ごとの観測 SBSR を算出した。180°～360°に関しては，0°～180°

と点対称の関係にあり同じ振幅の SBSR が得られるため省略している。図 2-8(a)に，地震動記録の方
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位ごとに算出する SBSR の模式図を示す。また，図 2-8(b)に方位ごとに算出した観測 SBSR の例を黒

線で示す。 

続いて，ピーク位置での振幅値を抽出した。抽出対象としたピークは図 2-7 に示す 4 つのピークで

ある。P1～P4 の±0.25Hz の範囲の中から，上に凸かつ最大の振幅を持つ点を方位ごとの SBSR のピ

ークとし，方位ごとに 1 点ずつピーク値を選定した。図 2-8(b)に観測 SBSR のピークを抽出した結果

の例を赤い○印で示す。ピーク位置の変動は，各地震の全方位のピーク値のうち，SBSR の最大振幅と

最小振幅の比（以降，最大/最小振幅比と表記）で評価し，地震ごと，ピーク周波数帯ごとに 1 つの最

大/最小振幅比が求まるようにした。 

 

 
(a) 模式図 

 
(b) 地震動記録の方位によるSBSRの変動の例 

（2005/5/19 銚子市付近の地震，MJ5.4） 

図 2-8 地震動記録の方位ごとに算出するSBSR 

 



23 

2.3.3   入射場に関するパラメータと最大/最小振幅比の関係の分析 
 CHBH14 観測点を対象に，最大/最小振幅比により評価されるピーク位置の変動と，入射波動場に関

わるパラメータとの関係について分析を行った。入射波動場に関わるパラメータとして，入射角およ

び地震波到来方向を比較対象とした。 

 

2.3.3.1   最大/最小振幅比と入射角との関係 
 まず，1 次元地盤構造でも水平成分の差異に影響が出る要因として考えられる，入射角との関係を

確認した。表 2-2 に示す地盤モデルを用いて 1 次元重複反射の理論計算により入射角の影響を確認し

たところ，入射角が大きくなるにつれ最大/最小振幅比は大きくなる傾向にあった。図 2-9(a)および

(b)に，入射角を 10°，30°とした際の理論伝達関数の方位によるピークの変動を示す。面外方向，

面内方向それぞれにおいて，40.96 秒間の位相のみをランダムとした擬似ランダム波（0.01 秒サンプ

リング）を最下層から入射し，地表の振動（2E 波）と地中の振動（深さ 525 m 位置の E+F 波）を計

算した。面内方向の振動を NS 成分，面外方向を EW 成分と仮定し，前節で示した方法によりピーク

位置の変動を評価した。なお，平面波を鉛直下方入射した際の SH 波理論伝達関数におけるピーク周

波数帯を Pt とし，Pt1 = 0.81±0.25 Hz，Pt2 = 1.51±0.25 Hz，Pt3 = 2.78±0.25 Hz，Pt4 = 3.47±0.25 Hz

の範囲を評価対象とした。図 2-9(a)，(b)中にピーク周波数帯の範囲を破線で示す。図 2-9(c)に，入

射角を 0°～45°とした場合の各ピークの最大/最小振幅比を示す。入射角は面内方向に沿って変化

させている．入射角が大きいほど，方位によるピークの変動が大きいことが確認できる。また，図 

2-9(c)でのピーク位置は主に振幅値が変動しており，ピーク周波数のずれは顕著にはみられない。図 

2-7 における P3 のように理論伝達関数ではピークが無い周波数帯にピークが表れることは，速度構

造が正しいと仮定すると 1 次元地盤構造による入射角の違いでは説明が難しい。 

観測 SBSR における入射角と最大/最小振幅比の関係を図 2-10 下段に示す。入射角はスネルの法則

を基に算出した。表 2-2 に示す地盤モデルの下に J-SHIS による深部地盤モデル[2-13]を付加した地盤構

造モデルを用いて，地中地震計設置位置である第 9 層への入射角を算出した．図中の□印は，対象と

する入射角から±2.5°の範囲にある地震の最大/最小振幅比の幾何平均を，エラーバーはその自然対

数標準偏差を示す．ただし，0°～10°においてはサンプル数が少なかったため，5°±5°として 1

つの範囲にまとめた．各ピークについて，全地震の平均値と各入射角の対象範囲における平均が異な

るかどうかを，t 検定を用いて検討する．t 検定は，異なる 2 つの標本グループにおける平均の差が

誤差の範囲内にあるか調べる手法であり，同一の母集団からのサンプルであるかを判定する際に用い

られる[2-14]。本検討においては有意水準を 5 %とし，各範囲における p 値（全地震の平均と対象範囲

の平均との差が偶然誤差の範囲内にある確率）が有意水準を下回るときに有意差があると判断した。

図 2-10 の上段に対象範囲のサンプル数，中段に t 検定による p 値を示す。 

全地震の平均から有意に異なる範囲に着目すると，P4 では入射角が 10°～20°付近では平均値が

有意に小さく，27.5°では有意に大きくなっており，やや入射角との相関がみられる。一方，P1～P3

においては有意差のある範囲が少なく明瞭な傾向は見られない。 

また，いずれのピークにおいても 40°以上では標準偏差が小さくなっている。これらに該当する地

震を確認すると，遠方のマグニチュードの大きい地震に偏っており，実地震波の入射角とスネルの法
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則によって求めた入射角との乖離や，マグニチュードが大きいことにより多様な散乱波や表面波が混

在し，入射角による違いが出にくくなっていることなどが要因として考えられる。 

 

  

(a) 入射角10°の場合の 

方位別理論伝達関数 

 

(b) 入射角30°の場合の 

方位別理論伝達関数 

 

(c) 1次元重複反射理論による 

最大/最小振幅比と入射角の関係 

図 2-9 入射角を変えた理論伝達関数の記録方位によるピークの変動 
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(a) P1 

 
(b) P2 

 
(c) P3 

 
(d) P4 

図 2-10 記録方位によるSBSRの変動（最大/最小振幅比）と入射角の関係 
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2.3.3.2   最大/最小振幅比と地震波到来方向との関係 
続いて，地震波到来方向との関係を確認する。地震波到来方向により SBSR の変動する要因として

は，1 次元構造の仮定や表面波の生成などによる平面波入射仮定との乖離が考えられる。 

図 2-11 下段に観測 SBSR における地震波到来方向と最大/最小振幅比との関係を示す。図中の□印

は，対象とする到来方向から±5°の範囲にある地震の最大/最小振幅比の幾何平均を，エラーバーは

その自然対数標準偏差を示す。前節と同様，t 検定を用いて全地震と対象範囲の平均に有意な差があ

るかを検討した。P1，P4 においては，到来方向が 90°近辺のときに最大/最小振幅比が有意に大きく

なる傾向が見られる。P2，P3 においても平均値に有意差はないものの，90°近辺では標準偏差が大

きくなっており，SBSR の変動は地震波到来方向に影響を受ける傾向にある。 

P1 における最大/最小振幅比が最も大きい地震であった，2011/4/5 銚子市付近の地震（M 4.6，震

央距離 15 km，地震波到来方向 102°）の地震動記録の方位ごとの SBSR を図 2-12 に示す。この地

震では P1 におけるピーク周波数が 0.7 Hz 付近と 1 Hz 付近に分離しており，地震動記録の方位によっ

ては 0.7 Hz のピーク振幅が大きく下がることにより最大/最小振幅比が大きくなっている。このこと

から，ピーク周波数の変化の有無も最大/最小振幅比に反映されていることが考えられる． 

最大/最小振幅比と入射角および地震波到来方向との関係は，ともに明瞭な相関は見られなかった

が，地震波到来方向との関係では各ピークで共通して 90°近辺において最大/最小振幅比の増加傾向

が見られた。 
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(a) P1 

 

(b) P2 

 

(c) P3 

 

(d) P4 

図 2-11 記録方位によるSBSRの変動（最大/最小振幅比）と地震波到来方向の関係 
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図 2-12 2011/4/5 銚子市付近の地震におけるSBSRのピーク変動 

 

2.3.4   直達 S 波とコーダ波の比較 
前節の検討では，大局的な傾向を把握するため観測記録の全長を用いた分析を実施したが，本節で

は S 波とコーダ波を分離した検討を実施し，直達波と十分に散乱した波で傾向の違いがあるかを確認

した。 

S 波の継続時間は，内山・山本(2016)[2-15]を参考に，表 2-3 に示す通りマグニチュードに応じて設

定した。またコーダ波は，S 波切り出しの終了後から 40 秒間の波形を用いた。図 2-13 に，各ピーク

における S 波部とコーダ部の最大/最小振幅比と地震波到来方向との関係を示す。P1，P3，P4 につい

ては，S 波部の最大/最小振幅比は，記録全長での最大/最小振幅比と同様の傾向が見られ，到来方向

90°近辺での増加傾向は，より強調する形で表れている。ただし P2 については，到来方向 90°近辺

での最大/最小振幅比が減少し，代わりに 30°近辺での最大/最小振幅比が大きくなる傾向が見られ

た。一方コーダ部は，全体的に S 波部よりも最大/最小振幅比が小さく，90°近辺での最大/最小振幅

比の増加傾向が見られない。震源に依存しない安定した地盤増幅特性を評価する手法としてコーダ波

の SBSR を使用する例[2-16]もあり，本結果でも震源依存性の低い傾向が見られた。このことからピー

クの変動には S 波が大きく影響しており，コーダ部に含まれる散乱波や表面波の影響によって SBSR

の水平成分の変動は減少することが考えられる。 

 

表 2-3 観測記録のS波切り出し時間 

 

M 継続時間（秒） M 継続時間（秒）
～4.5 5 ～6.5 20
～5.0 7.5 ～7.0 30
～5.5 10 ～7.5 40
～6.0 15 7.5～ 60
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(a) P1 

 
(b) P2 

 
(c) P3 

 
(d) P4 

図 2-13 S波およびコーダ波のSBSR変動と地震波到来方向の関係 

 

 

2.3.5   SBSR の方位依存性 
前節の検討で，SBSR の変動が地震波到来方向に影響を受けることを示した。本節では，その要因の

一つとして考えられる地震動記録にみられる方位依存性について検討する。 

Matsushima et al. (2017)[2-17]では，不整形地盤上での微動 H/V スペクトル比（MHVR）が方位依存性

を有しており，盆地形状の端部に並行する振動方向の MHVR が大きくなることを指摘している。ま

た，長尾他(2012)[2-18]では，MHVR のピーク振幅は，地震波 H/V スペクトル比のピーク振幅とよく一

致しており，実体波の重複反射による影響が支配的であることを示唆している。これらの検討から，

地震動記録の水平成分スペクトルの変動は不整形地盤に起因していることが考えられる。図 2-5 に示

すように，CHBH14 観測点周辺では南北方向の断面において地盤の不整形性が確認できる。本検討で

も MHVR の方位依存性と同じメカニズムにより，SBSR の変動が生じている可能性がある。 

また，Takagi and Okada (2012)[2-19]では，鉛直アレイにおける地表記録と地中記録の相互相関関数

から，地震動記録の方位による S 波到達時間差を算出し，LSPD（Leading Shear-wave Polarization 

Direction）と呼ばれる S 波の伝播速度が最も速い方向を評価している。CHBH14 観測点においては 
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LSPD が 165.5°と推定されている。SBSR と相互相関関数はフーリエ対の関係にあり，相互相関関数

に現れる地震動記録の方位による S 波の伝播速度の差は，SBSR ではピーク周波数の差として現れる

ことが考えられる。このことから，図 2-12 の P1 で見られるピーク周波数の分離は，S 波の到達時間

差によって生じたものである可能性が示唆される。Takagi and Okada (2012)[2-19]では，S 波到達時間の

異方性の要因を弾性体内に存在するクラックによって生じる S 波スプリッティングにより説明してお

り，等方弾性体仮定からの乖離を意味する． 

本検討における SBSR の変動は，既往研究における検討と同様の現象が反映された結果であると考

えられるが，これらの検討では波動の到来方向との関連性は議論されていない。本節では，地震波到

来方向別に平均した SBSR を確認することで，方位依存性の影響がみられるかを検討した。 

図 2-14(a)に示すように各到来方向の45°（±22.5°）の範囲に該当する地震を平均の対象とした。

図 2-14(b)～(e)に各到来方向別の S 波部における平均 SBSR を示す。SBSR の方位による違いを確認す

るため，Transverse 成分，Radial 成分，NS 成分，EW 成分それぞれの平均 SBSR を，前節までと同条

件で計算した。 

まず，SH 波と SV 波に相当する，Transverse 成分と Radial 成分について議論する。P1 においては，

到来方向による差異はあまり見られず，安定したピークが見られる。P2 においても比較的安定してい

るが， Radial 成分においては到来方向によってピーク周波数に違いがあり，東方および西方から到

来する地震に関しては 1.2 Hz 付近に，南方から到来する地震に関しては 1.5 Hz 付近にピークが現れ

る。北方から到来する地震はその中心の 1.35 Hz 付近でピークを持っており，図 2-7 に示した P2 の

周波数と同じとなっている。P3～P4 では，東西方向のペア，南北方向のペアでそれぞれ同じ傾向を示

しており，東西と南北の間では振幅やピーク周波数が異なる結果となっている。 

NS 成分と EW 成分の到来方向別平均 SBSR を見ると，到来方向に関わらずそれぞれ同様の傾向を示

している。NS 成分と EW 成分の間では振幅やピーク周波数の違いはあるため，SBSR の方位による違

いは不整形などの多次元的な地盤構造が影響しており，特に高周波数帯のピークにおいてその影響は

強くなっていると考えられる．澤田ほか(1994)[2-20]では，波状の層境界をもつ地盤モデルについて SH

入射波に対する理論伝達関数を求めており，水平成層近似をした地盤の理論伝達関数のピークが堆積

層の最も薄い部分と最も厚い部分の 1 次元解析における卓越周期に分離して現れることを示した。図 

2-14(c)の P2 に表れるピークの分離など，本検討結果でも同様の傾向が見てとれる。 

以上のことから，ピーク周波数および振幅値の違いは，不整形性の影響度を評価する上での手がか

りとなる可能性がある。 
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(a) 到来方向別平均の 

対象範囲 

 

 
(b) Transverse成分のSBSR 

 
(c) Radial成分のSBSR 

 
(d) NS成分のSBSR 

 
(e) EW成分のSBSR 

図 2-14 到来方向別のS波部平均SBSR 
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2.4   全 KiK-net 観測点を対象とした方位依存性の統計的検証 
 

2.4.1   SBSR の 1 次ピークの抽出と変動解析 
CHBH14 観測点で見られた方位依存性がサイト固有の特殊な事例であるか，あるいは一般的に見ら

れる現象であるかを検証するため，再び全 KiK-net 観測点（約 700 地点）を対象とした統計的分析を

行った。ここでは，各観測点の地盤特性を最も端的に表す指標として，SBSR の基本モードに対応する

1 次ピークに着目した。しかし，観測スペクトルは形状が複雑であり，単純な最大値法ではノイズや

高次モードを誤検出する恐れがある。そこで本検討では，ガウス混合モデルを用いたクラスタリング

手法を適用した。各観測点の全イベントの Transverse 成分 SBSR のピークの集合に対し，周波数方向

の分布を複数のガウス分布の重ね合わせとしてモデル化し，最も低周波数側に現れるクラスタを分析

対象のピーククラスタとして抽出した。カテゴリ数は，観測点ごとに抽出したピーク数/全地震数と

して，1 地震あたりの平均ピーク数とした。なお，ガウス混合モデルによるクラスタリングは Python

ライブラリである scikit-learn[2-21]を使用した。MYGH13 観測点において，ピークの集合に対してクラ

スタリングした例を図 2-15 に示す。 

 

 
図 2-15 ガウス混合分布によるピークのクラスタリング 

MYGH13 観測点の例 

 

2.4.2   MANOVA による変動要因の影響度評価 
 前節で抽出した 1 次ピーククラスタに見られる変動に対し，見かけの入射角と到来方向のどちらが

支配的な影響を与えているかを定量的に評価するため，一元配置多変量分散分析（Multivariate 

Analysis of Variance; MANOVA）を適用した。MANOVA は Python ライブラリの statsmodels[2-22]を使用

して実施した。解析対象は，データベースのうち全方位のイベントが含まれ，かつ十分なイベント数

が確保された 303 地点とした。統計モデルにおいては，従属変数ベクトルとして SBSR のピーク特性

（対数振幅・周波数）を設定し，独立変数（因子）として従来の 1 次元波動論で重要視される見かけ

の入射角と，本研究が着目する到来方向の 2 つを設定し，以下のようにカテゴリ化した。模式図を図 

2-16 に示す。 
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到来方向：北を起点として時計回りに 45°ピッチで分割した 8 方位（0 ±22.5°，45 ±

22.5°，90 ±22.5°，135 ±22.5°，180 ±22.5°，225 ±22.5°，270 ±

22.5°，315 ±22.5°）のグループに分けた。 

見かけの入射角：入射角のヒストグラムを考慮し，0-30°，30-45°，45-55°，55-65°，65-72.5°，

72.5-77.5°，77.5-85°，85-90°の 8 グループに分けた。 

 

 
(a) 到来方向のグループ分け 

 

(b) 到来方向のグループ分け 

図 2-16 グループ分けの模式図 

 

各因子の影響度を比較するための指標として，Pillai's Trace を採用した。Pillai's Trace(𝑉𝑉)は，分散

分析における群間変動と全変動の比に基づく統計量であり，その値が大きいほど，当該因子が従属変

数の変動に対して強い説明力を持つことを意味する。以下の式のように，固有値の和に基づく指標で

あり，分散共分散行列の等質性が満たされない場合でも頑健性が高い指標であることから採用した[2-

23]。 

𝑉𝑉 = 𝑡𝑡𝑡𝑡(𝑯𝑯(𝑯𝑯 + 𝑬𝑬)−1) 

= �
𝜆𝜆𝑗𝑗

1 + 𝜆𝜆𝑗𝑗

𝑘𝑘

𝑗𝑗=1

 
式 (2-3) 

ここで，𝑯𝑯はグループ間の違いを表す行列で，群間平方和を多次元に拡張したものである。𝑬𝑬は誤差

を表す行列で，各グループ内部での個々のデータのばらつきを示す。𝜆𝜆𝑗𝑗は𝑯𝑯𝑯𝑯−1の固有値を示す。なお，

𝑯𝑯および𝑬𝑬は以下の式のように定義される。 

𝑯𝑯 = �𝑛𝑛𝑗𝑗(𝒚𝒚�𝑗𝑗 − 𝒚𝒚�)(𝒚𝒚�𝑗𝑗 − 𝒚𝒚�)𝑇𝑇
𝑘𝑘

𝑗𝑗=1

 式 (2-4) 

𝑬𝑬 = ��(𝒚𝒚𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝒚𝒚�𝑗𝑗)(𝒚𝒚𝑖𝑖𝑖𝑖 − 𝒚𝒚�𝑗𝑗)𝑇𝑇
𝑛𝑛𝑗𝑗

𝑖𝑖=1

𝑘𝑘

𝑗𝑗=1

 式 (2-5) 

ここで，𝑛𝑛𝑗𝑗はグループ𝑗𝑗のサンプルサイズ，𝒚𝒚�𝑗𝑗はグループ𝑗𝑗における従属変数の平均ベクトル，𝒚𝒚�は全デ

ータの従属変数の全体平均ベクトル，𝒚𝒚𝑖𝑖𝑖𝑖はグループ𝑗𝑗に属する𝑖𝑖番目のデータの個別の値を表す。 
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本検討では，各観測点において到来方向と入射角それぞれの Pillai's Trace を算出し，その大小関係

を比較することで，どちらの要因が SBSR の変動に対して優位であるかを判定した。 

 図 2-17 に両パラメータの Pillai's Trace を比較した図を示す。解析の結果，対象とした全観測点の

約 87%において，到来方向の Pillai's Trace が入射角のそれを上回ることが確認された。物理的な観点

からは，地盤に不整形等が存在する場合，地震波の伝播経路は到来方向だけでなく入射角によっても

変化するため，双方が SBSR の変動に寄与し得ると考えられる。しかし本解析の結果は，現実の観測

記録に見られる SBSR のばらつきに対しては，入射角の違いよりも到来方向の違いの方がより鋭敏に

反映され，支配的な影響を及ぼしていることを示している。従来の 1 次元解析で重視されてきた鉛直

入射仮定の妥当性よりも，複雑な波動場に起因する方位依存性を考慮することの方が，サイト特性の

評価精度向上において効果的であることを示唆している。 

 

 
図 2-17 見かけの入射角と到来方向のピークの変動に対する影響度（Pillai’s Trace）の比較 
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2.5   まとめ 
 

本章では，KiK-net 強震観測記録を用いた統計分析および KiK-net 銚子中観測点を対象とした観測記

録の分析により，以下の知見が得られた。 

 

線形範囲内のばらつき 

Transverse 成分を用いた統計分析により，50 cm/s2 以下の線形範囲内であっても，SBSR は震源距

離やマグニチュード等の物理パラメータでは説明できない大きなばらつきを持つことが確認された。 

 

不整形地盤における方位依存性 

特定観測点（CHBH14）の詳細解析において，直達 S 波部分には強い方位依存性が見られる一方，

散乱波が卓越するコーダ波部分では等方的な応答に近いことが確認された。これにより，観測された

変動の実態が震源特性ではなくサイト近傍の不整形構造に起因する方位依存性であることが物理的

に裏付けられた。 

 

現象の一般性と支配要因 

全観測点を対象とした MANOVA 解析により，SBSR の変動要因としては，入射角よりも到来方向の

影響が圧倒的に支配的であることが統計的に示された。 

 

 以上の結果は，地盤震動評価において，震源・パス特性とは独立したサイト固有の方位特性を考慮

する必要性を裏付けるものである。次章では，この知見に基づき，SBSR の変動からサイト固有の方位

依存性を分離・抽出する新たな解析手法を提案する。 
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第 3 章 二重スペクトル比法に基づく変動要因の検証 
 

3.1   概要 
 

第 2 章の観測記録による方位依存性の分析において，観測された地表/地中スペクトル比（Surface-

to-Borehole Ratio; SBSR）のばらつきは，主に地震波の到来方向に支配されていることが示された。従

来の地震動予測モデル（Ground Motion Model; GMM）において予測不可能な偶然的不確実性して処理

されてきたばらつき成分の中に，サイト固有の地下構造に起因する系統的な方位依存性が含まれてい

ることを示唆するものである。しかし，単一の観測記録に含まれるスペクトル変動には，サイト特性

だけでなく，震源の発震機構や伝播経路の不均質性による影響が混在している。したがって，観測さ

れた方位依存性が純粋にサイト近傍の不整形構造に起因するものであると判断するためには，震源お

よび経路の影響を物理的に分離する必要がある。本章では，これら 2 つの効果を定量的に分離・評価

するための手法として，二重スペクトル比法（Twofold Spectral Ratio; TSR）の枠組みを応用した手法

を提案する。本手法は，本来 Q 値推定のために開発された TSR 法を，サイト特性のばらつきの抽出に

応用する試みである。本章の目的は，TSR 法の理論的枠組みを再定義し，実際の KiK-net データへの

適用を通じて，SBSR のばらつきを大局的なパス効果と局所的なサイト効果に定量的に分離すること

にある。 

 

3.2   分析手法 
 

3.2.1   二重スペクトル比法の理論的背景 
 TSR 法は，観測された地震動スペクトルから震源およびサイト増幅特性を系統的にキャンセルする

ことで，伝播経路に依存する特性，特に非弾性減衰（Q 値）を推定するために確立された手法である

[3-1]。松澤他(2004)[3-2]および泉谷(2000)[3-3]は，近接する 2 つの観測点（𝑖𝑖, 𝑗𝑗）と 2 つの地震イベント

（𝑚𝑚,𝑛𝑛）のスペクトル比を組み合わせることで，震源・サイト項を除去し，経路項のみを抽出する枠

組みを提示した。TSR 法の模式図を図 3-1 に示す 

観測される地震動のフーリエスペクトルは，通常，周波数領域において震源・伝播経路・サイト特

性の積としてモデル化される。点震源および遠方場近似を仮定すると，観測点𝑖𝑖において地震イベント

𝑚𝑚が観測されたときの地表地震動のフーリエスペクトル（𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓)）は，次式で定義される。 

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) = 𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) ∙ 𝐺̅𝐺𝑖𝑖(𝑓𝑓) 

𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) = 𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑆𝑆𝑚𝑚(𝑓𝑓) 

𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) = 𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖
−𝑛𝑛 exp �−𝜋𝜋𝜋𝜋�

1
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑓𝑓)

𝑑𝑑𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖

⬚

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃ℎ
� 

𝐺̅𝐺𝑖𝑖(𝑓𝑓) = 𝐺𝐺𝑖𝑖(𝑓𝑓)𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑓𝑓)𝐶𝐶𝑓𝑓 

式 (3-1) 

ここで，𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖は震源特性，𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖は伝播経路特性，𝐺̅𝐺𝑖𝑖はサイト特性を表す。また，𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑖𝑖は放射特性，𝑆𝑆𝑚𝑚(𝑓𝑓)

は震源スペクトル，𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖は震源距離，𝑛𝑛は幾何減衰係数，𝐺𝐺𝑖𝑖(𝑓𝑓)は地震基盤からの増幅率，𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑓𝑓)は機器の
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計器特性，𝐶𝐶𝑓𝑓は自由表面効果を表す。積分項は非弾性減衰に関する項で，𝑉𝑉𝑉𝑉と𝑄𝑄𝑠𝑠はそれぞれ伝播経路

に沿っての S 波速度と Qs 値である。泉谷(2000)[3-3]ではこの積分項をまとめて𝑡𝑡𝑚𝑚,𝑖𝑖
∗ と表現している。

𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖/𝑉𝑉𝑉𝑉から，Qs の媒質を通った時間を合計した時間（走時）と解釈できる。 

 図 3-1 のように，2 つの観測点と 2 つの地震の組み合わせを考える。これら 4 つの観測記録のスペ

クトル比（二重スペクトル比，𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇(𝑓𝑓)）を取り，震源特性とサイト特性を相殺することで伝播経路特

性を抽出する。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇(𝑓𝑓) =
𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓)/𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑗𝑗(𝑓𝑓)
𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖(𝑓𝑓)/𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑗𝑗(𝑓𝑓)

=
𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑅𝑅𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑗𝑗𝑅𝑅𝑛𝑛,𝑖𝑖
�
𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑟𝑟𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑗𝑗𝑟𝑟𝑛𝑛,𝑖𝑖
�
−𝑛𝑛

∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜋𝜋𝜋𝜋Δ𝑡𝑡∗) 式 (3-2) 

ここで，Δ𝑡𝑡∗は 4 つのパスの二重走時差と呼ばれるパラメータであり，以下の通り定義される。 

Δ𝑡𝑡∗ = �𝑡𝑡𝑚𝑚,𝑖𝑖
∗ − 𝑡𝑡𝑚𝑚,𝑗𝑗

∗ � − (𝑡𝑡𝑛𝑛,𝑖𝑖
∗ − 𝑡𝑡𝑛𝑛,𝑗𝑗

∗ ) ≈
�𝑇𝑇𝑚𝑚,𝑖𝑖 − 𝑇𝑇𝑚𝑚,𝑗𝑗� − �𝑇𝑇𝑛𝑛,𝑖𝑖 − 𝑇𝑇𝑛𝑛,𝑗𝑗�

𝑄𝑄𝑄𝑄����
 式 (3-3) 

ここで𝑇𝑇𝑚𝑚,𝑖𝑖は震源𝑚𝑚から観測点𝑖𝑖までの走時である。 

式 (3-2)でキャンセルされている項は，震源スペクトル𝑆𝑆𝑚𝑚(𝑓𝑓)およびサイト特性𝐺̅𝐺𝑖𝑖(𝑓𝑓)である。これ

らは，地震イベントが異なっても放射特性を考慮しない震源スペクトルは再現性があること，地震イ

ベントが異なってもサイト特性は再現性があることを仮定していることと同義である。これらの仮定

が適用できる地震ペア・観測点ペアを選定した際，二重スペクトル比の対数振幅がΔ𝑡𝑡∗に対して線形に

変化することを示しており，その傾きが，二重走時差が生じる領域の平均的な非弾性減衰であるとし

て𝑄𝑄𝑄𝑄����を推定している。松澤他(2003)[3-2]では，式 (3-2)のうち，放射特性および幾何減衰項の補正も行

い，補正二重スペクトル比（CTSR）を使用している。泉谷(2000)[3-3]では，震源に関わる項は暗黙の裡

に 2 地震間で共通とし，伝播経路による減衰の違いを伝播距離の差に押し付けていることに着目した

検討をしている。この際，理論式と観測値の残差は，Q 値推定の誤差あるいはモデル化しきれないノ

イズとして処理されることが一般的であった。 

 

 
図 3-1 二重スペクトル比の模式図 
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3.2.2   二重スペクトル比法に基づく SBSR ばらつきの分離手法 
 本研究では，この TSR 法の枠組みを応用し，震源・伝播経路特性に起因する大局的要因と，SBSR に

現れるサイト固有の局所的要因に分離する手法を提案する。本節では，本手法の妥当性を支える物理

的仮説と，それに基づく具体的な検証手順について述べる。 

まず，図 3-2 に本手法の模式図を示す。第 2 章で示した通り，SBSR は地震イベントによって変動

する傾向がみられることから，SBSR が地震ごとに異なる枠組みを用意する。SBSR は従来，地表地震

記録と地中地震記録のフーリエスペクトル比をとることにより，共通となる震源・伝播経路特性がキ

ャンセルされ地表－地中間の経験的伝達関数として評価される指標である。下式によって表現される。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) =
𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) =

𝐺𝐺𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

𝐺𝐺𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓)

 

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) = 𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) ∙ 𝐺𝐺𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) = 𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) ∙ 𝐺𝐺𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓) 

式 (3-4) 

ここで，上添え字の𝑆𝑆は地表記録，𝐵𝐵は地中記録に関する表記である。 

 SBSR の方位による変動が，震源・伝播経路特性に起因する場合，地表地震記録と地中地震記録の間

で，これらが共有されていないことを意味する。そこで，SBSR の地震間の変動を，下式のように再定

義する必要がある。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓)
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛,𝑖𝑖(𝑓𝑓) =

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
= ∆𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) × 𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝑆𝑆𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 

∆𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) =
𝐺𝐺𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐺𝐺𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝐺𝐺𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐺𝐺𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
 

式 (3-5) 

ここで，𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑆𝑆 は SBSR で相殺しきれなかった震源・伝播経路特性の残差を表す。式 (3-1)に当てはめる

と，次式のように表される。 

𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑆𝑆 (𝑓𝑓) =

𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑚̅𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝑆𝑆𝑛̅𝑛,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑛̅𝑛,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) ∙ 𝑃𝑃�𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�

=
𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 𝑅𝑅𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵

𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 𝑅𝑅𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝑆𝑆 �
𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 𝑟𝑟𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵

𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 𝑟𝑟𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝑆𝑆 �
−𝑛𝑛

∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �−𝜋𝜋𝜋𝜋 ��
𝑇𝑇𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆

𝑄𝑄𝑄𝑄����𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

−
𝑇𝑇𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵

𝑄𝑄𝑄𝑄����𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓)

� − �
𝑇𝑇𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝑆𝑆

𝑄𝑄𝑄𝑄����𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

−
𝑇𝑇𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝐵𝐵

𝑄𝑄𝑄𝑄����𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓)

��� 

式 (3-6) 

震源スペクトルや放射特性，幾何減衰は，地表地震計と地中地震計の間で大きく乖離することは考え

にくく，主に違いが現れるのは非弾性減衰であると考えられる。 

一方で，TSR 法では，サイト特性が地震に依らず一定という仮定を置いている。これに，先ほどと

同様サイト特性が地震ごとに異なるという前提を踏まえ，式 (3-2)を以下のように再定義する。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) = Δ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑆𝑆 (𝑓𝑓) × 𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐺𝐺𝐺𝐺 (𝑓𝑓) 

Δ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑆𝑆 =

𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 𝑅𝑅𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝑆𝑆

𝑅𝑅𝑚𝑚,𝑗𝑗
𝑆𝑆 𝑅𝑅𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝑆𝑆 �
𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 𝑟𝑟𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝑆𝑆

𝑟𝑟𝑚𝑚,𝑗𝑗
𝑆𝑆 𝑟𝑟𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝑆𝑆 �
−𝑛𝑛

∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒(−𝜋𝜋𝜋𝜋Δ𝑡𝑡𝑆𝑆∗) 
式 (3-7) 

ここで，𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐺𝐺𝐺𝐺 は TSR で相殺しきれなかったサイト特性の地震ごとの残差を表す。 

本手法の仮説は，地表 TSR（𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑆𝑆 ）と地中 TSR（𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐵𝐵 ）が等しいとき，残ったばらつきを局

所的なサイト特性の地震間変動に帰着させるものである。すなわち，以下の式で表される。 
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𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) =

𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐺𝐺𝐺𝐺 (𝑓𝑓)
𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐺𝐺𝐵𝐵 (𝑓𝑓)

 

𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠ℎ 𝑡𝑡ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎 
Δ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑆𝑆 (𝑓𝑓)
Δ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)
= 1 

式 (3-8) 

ここで重要な点は，地表 TSR と地中 TSR の比は，算出手順上，地点𝑖𝑖の SBSR 地震間変動と地点𝑗𝑗の

SBSR 地震間変動として書き表されることである。 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) =

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝑆𝑆 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑗𝑗
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝑆𝑆 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑗𝑗
𝐵𝐵 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�

 

=

𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑖𝑖

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑗𝑗
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑚𝑚,𝑗𝑗

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�
𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑗𝑗
𝑆𝑆 (𝑓𝑓) 𝐹𝐹𝑛𝑛,𝑗𝑗

𝐵𝐵 (𝑓𝑓)�

=
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛,𝑖𝑖(𝑓𝑓)⁄
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑗𝑗(𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛,𝑗𝑗(𝑓𝑓)⁄  

式 (3-9) 

従来の TSR 法の，サイト特性が地震に依らず一定という仮定をした場合，残ったばらつきは大局的な

震源・伝播経路特性に起因するものとして表される。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛,𝑖𝑖(𝑓𝑓)⁄
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑗𝑗(𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛,𝑗𝑗(𝑓𝑓)⁄ =

𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑆𝑆 (𝑓𝑓)
𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑗𝑗
𝑆𝑆𝑆𝑆 (𝑓𝑓)

 

𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠ℎ 𝑡𝑡ℎ𝑎𝑎𝑎𝑎 
∆𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖(𝑓𝑓)
∆𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑗𝑗(𝑓𝑓)

= 1 

(3-10) 

式 (3-8)および(3-10)から，両手法の仮定の強さを比較することで，ばらつきの要因を大局的要因と局

所的要因に分離する。具体的には，Δ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑆𝑆 とΔ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐵𝐵 の相関𝜌𝜌𝑆𝑆𝑆𝑆をとることで残差（𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐺𝐺𝐺𝐺 𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖𝑖𝑖

𝐺𝐺𝐵𝐵� ）の

局所的要因の影響の大きさを，そして∆𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖と∆𝐺𝐺𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑗𝑗の相関𝜌𝜌𝐺𝐺を取ることで残差（𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑆𝑆 𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚,𝑗𝑗

𝑆𝑆𝑆𝑆� ）の大局

的要因の影響の大きさを評価する。ここで，相関係数の計算にはピアソンの相関係数を使用する。

Anderson(2004)[3-4]は，2 つの波形の適合度を，相関の値に応じた 4 段階（Excellent, Good, Fair, Poor）

にランク付けしている。本検討ではこの値を参考にし，相関の強さを 1.0～0.7 を大，0.7～0.4 を中，

0.4 以下を無として，表 3-1 のように整理する。 

 



42 

 
図 3-2 本手法の模式図 

 

表 3-1 推定された相関係数の解釈 

 𝜌𝜌𝐺𝐺  
大（>0.7） 中（0.4-0.7） 無（<0.4） 

𝜌𝜌𝑆𝑆𝑆𝑆   

大（>0.7） 

分離精度：良 
大局的要因 

大局/局所的要因が 

同程度 
局所的要因 

中（0.4-0.7） 

分離精度：中 

要検討 

個別の相関確認 

要検討 

個別の相関確認 

局所的要因の可能性

あり 

無（<0.4） 

分離精度：悪 
分析対象外 
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3.2.3   TSR および SBSR 変動の相関分析 
前節で述べた空間相関に基づく検証を行うためには，互いに近接した位置にある KiK-net 観測点の

ペアを選定する必要がある。本分析では，パス効果の共通性とサイト効果の局所性を統計的に分離す

るため，観測点ペアおよび解析対象とする地震イベントの双方に対して以下の選定基準を設けた。 

 

観測点ペア 

・ 観測点間距離：水平離間距離が 20 km 未満であること。この距離設定は，統計解析に必要なペ

ア数を確保しつつ，深部地殻構造などの広域的なパス効果が概ね共有される範囲として設定さ

れた実用的な閾値である。 

・ データ数：後述する 2 つの地震データセットの双方において，共通して観測された地震イベン

トペアが 20 組以上存在すること。 

以上の基準により，KiK-net 全観測網から計 293 ペアの観測点セットが抽出された（図 3-3）。 

 

 
図 3-3 選定された観測点ペア 
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本検討では，第 2 章で構築したデータベースに基づき，以下の基準を満たす観測点ペアを解析対象

として抽出した。変動要因を特定するため，同一の観測点ペアに対し，異なる物理条件を持つ 2 種類

の地震ペアデータセット（Dataset A, B）を作成した。 

 

Dataset A：同位置地震ペア 

条件：震源間距離が 5 km 以下，到来方向の方位差が 5 度以内，かつ MJ 差が 0.2 以下。 

目的：震源位置と伝播経路をほぼ完全に固定し，ごくわずかな入射波の差異に対するサイト応答の 

 感度を検証する。 

Dataset B：到来方向が異なる地震ペア 

条件：震源距離の差が 10 km 以下，かつ到来方向の差が 45 度以上，かつ MJ 差が 0.2 以下。 

目的：震源距離（幾何減衰）は同程度だが，伝播経路（Q 値など）が大きく異なるイベントを比較 

し，TSR 法がその経路差を正しく分離できるかを検証する。 

 

3.3   大局的効果と局所的効果の相関分析結果 
 293 観測点ペアに対し，Dataset A, B を用いて，相関分析を実施した結果を示す。図 3-4 が Dataset 

A に対する結果，図 3-5 が Dataset B に対する結果で，下図は地表 TSR と地中 TSR の相関，上図は

SBSR の変動の空間相関をそれぞれ示す。相関係数はピアソンの相関係数であり，周波数ごとに算出

している。 

 

地表 TSR と地中 TSR の相関（𝜌𝜌𝑆𝑆𝑆𝑆） 

それぞれ下図に地表 TSR と地中 TSR の相関係数𝜌𝜌𝑆𝑆𝑆𝑆を示す。中央値を示す赤実線を見ると，Dataset 

A, B ともに 1〜10 Hz の帯域で中程度以上の正の相関が確認された。これは，地中記録が下降波等の

影響を受けているにもかかわらず，TSR 法によって共通のパス項が地表・地中双方で適切に分離・抽

出されていることを示唆している。すなわち，本分析手法の前提条件（パス項の分離）が適切に満た

されていることが確認され，SBSR の空間相関（𝜌𝜌𝐺𝐺）を確認することが物理的に妥当であることが示

される。 

 

サイト固有変動の空間相関（𝜌𝜌𝐺𝐺） 

それぞれ上図に近接観測点間における SBSR の地震間変動の相関係数𝜌𝜌𝐺𝐺を示す。中央値を示す青実

線を見ると，Dataset A, B ともに，相関係数の中央値は全周波数帯域（1〜10 Hz）において相関が無の

範囲（IQR も狭い範囲）に留まった。 もし SBSR の方位依存性が広域的なパス効果に起因するのであ

れば，近接観測点間では大きい相関が期待される。しかし，相関が見られないという事実は，観測さ

れた変動が各サイトに固有の局所的な要因（小規模な地質不整形や地形効果など）に支配されている

ことを示唆している。 
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図 3-4 同位置地震ペアに対する相関分析結果 
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図 3-5 到来方向が異なる地震ペアに対する相関分析結果 
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MYGH04–MYGH13 ペアにおけるケーススタディ 

上記の通り，全体的な傾向としては，SBSR のばらつきが局所的なサイト条件に支配される空間的

に独立した現象であることが示された。この一般的な結論の根底にある物理的な解釈をより詳細に探

るため，特徴的な観測点においてケーススタディを行う。ここでは，第 2 章で SBSR のばらつきが顕

著に大きかったMYGH13を例に検討する。図 3-4および図 3-5の両図においてマゼンタ線でMYGH04-

MYGH13 観測点ペアの結果を示す。 

Dataset A の結果（図 3-4）は，明確な傾向を示している。MYGH04-MYGH13 ペアの震源・パス効果

の相関𝜌𝜌𝑆𝑆𝑆𝑆（下図）は一貫して高く，中央値のトレンドに従っている。そして，SBSR 変動の観測点間

相関𝜌𝜌𝐺𝐺（上図）が，全周波数帯域にわたって一貫してゼロ付近に留まっている。伝播経路に関連する

差異がほぼ排除された地震ペアを使用することで，入射波動場のわずかな変化に対するサイト応答の

みを分離していることを示している。 

より複雑なシナリオを表す Dataset B の結果（図 3-5）について考察する。このペアにおけるパス

効果の相関（下図）は，中央値のトレンドから大きく乖離している。具体的には，3～4.5 Hz および 6

～9.5 Hz の周波数帯域において相関が著しく低下し，ほぼゼロになっている。これらの周波数帯域は，

MYGH13 の SBSR が到来方位によって最大のピークシフトや形状変化を示す周波数と一致している。

この結果は，サイト効果が到来方向に強く依存する場合，TSR の計算過程においてそれらが完全には

相殺されないことを示している。この場合，サイト項が地震イベントに依存することになり，標準的

な TSR 法の前提条件に適さないこととなる。この前提条件への不適合は，サイト固有の応答が完全に

は相殺されず，計算されたパス効果の項を歪めることを意味する。その結果，地表 TSR と地中 TSR の

間の相関を低下させ，SBSR 変動の観測点間相関（上図）に影響を及ぼす。パス効果の相関が低い同一

の周波数帯域（3～4 Hz および 6～9.5 Hz）において，MYGH04-MYGH13 ペアの SBSR 変動の相関は強

い負の値となり，-0.5 に近づいている。この結果は，2 つのサイト間における SBSR 変動の逆相関を示

している。しかし，この逆相関の解釈には注意が必要である。図 3-6 に逆相関が顕著となる 3Hz にお

ける MYGH04 と MYGH13 の SBSR の地震間変動（∆𝐺𝐺）の比較図を示す。MYGH13 の変動幅は，MYGH04

の変動幅に比べ顕著に大きく，ピーク周波数が方位によって複雑にシフトしている様子が確認できる。

このことから，サイト近傍の不整形性が生む複雑な位相干渉により，近接点間であってもスペクトル

変動の挙動が同期しない（あるいは逆位相となる）周波数帯域が存在し，その結果として強い負の相

関が算出されたと解釈できる。一方，図 3-7 に示すΔ𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆とΔ𝑆𝑆𝑆𝑆𝐵𝐵の相関については，従来の仮定どお

りの傾きが 1 の正の相関であることが分かる。 

MYGH04-MYGH13 観測点ペアの解析から，2 つの重要な知見が得られる。第一に，Dataset B におけ

る SBSR 変動の負の相関は，TSR の相関が低い周波数帯域と一致していることである。これは，負の

相関が，顕著な方位依存性を持つサイト効果によって基礎的な仮定が侵害されたことによる TSR 法適

用上の限界であることを示唆している。第二に，伝播経路特性の差が最小限である Dataset A の解析

では，全周波数帯域において SBSR 変動の相関がほぼゼロであることが明らかになった。これらの結

果は，MYGH13 における方位の違いによる変動が，サイト条件に起因する局所的な特性であり，近傍

の観測点とは空間的に相関していないことを示している。 
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図 3-6 MYGH13 および MYGH04 の SBSR 地震間変動の 3Hz における相関 

 

図 3-7 MYGH04-MYGH13 間の∆SPSと∆SPBの 3Hzにおける相関 

 

 実施適用していく際は，ケーススタディのように個別の観測点ペアがどのような相関関係となって

いるかを詳細に確認する必要があるものの，全体的な傾向として中央値および四分位範囲については

大局的な影響よりも，局所的な影響が大きく，SBSR の地震間変動はサイト固有のものであることが

示された。詳細な検討においては，相関係数に加え，周波数ごとの回帰直線の傾きなどにより，見か

け上の相関か否かの判断が可能であることが考えられる。 
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3.4   まとめ 
 

本章では，KiK-net で観測される SBSR の顕著な方位依存性（ばらつき）の要因を特定するため，TSR

法の枠組みを応用した新たな変動要因分離手法を提案し，日本全国の観測網を用いた大規模な検証を

行った。観測点間距離が 20 km 以下である近接観測点ペア（計 293 組）を対象に，伝播経路特性の共

有性と SBSR 変動成分の空間相関性を統計的に分析した結果，以下の知見が得られた。 

 

変動要因分離手法の確立と検証 

従来の Q 値推定手法であった TSR を，伝播経路特性とサイト特性の分離する手法として再定義し

た。地表記録および地中記録からそれぞれ独立に算出された TSR が高い正の相関（相関係数 > 0.5）

を示したことは，本手法が表層地盤の複雑な増幅特性の影響を受けずに，深部伝播経路の特性をロバ

ストに抽出・分離できることを示している。 

 

伝播経路特性の共有性の確認 

観測点間距離が 20 km 以内のペアにおいて，𝜌𝜌𝑆𝑆𝑆𝑆は高い相関を示した。これは，対象とした近接ペ

ア間において，震源から地震基盤に至る深部地殻構造や減衰特性が物理的に共有されていることを裏

付けるものである。この事実は，次項の変動成分の分析を行うための前提条件（共通入力条件）とし

て機能する。 

 

SBSR 変動成分の局所性 

伝播経路特性が共有されている条件下において，SBSR の変動成分の空間相関を分析した結果，そ

の相関係数は全周波数帯域（1 ～ 10 Hz）においてほぼゼロ（無相関）であった。深部の伝播経路特

性は近接観測点と類似しているにもかかわらず，SBSR の変動挙動は類似しておらず，SBSR の方位依

存性が広域的な伝播経路の不均質性には起因しないことを示すものである。 

 

以上の結果から，SBSR の方位依存性は，観測点直下の数 km 以内の範囲で独立して変化するよう

な，局所的なサイト近傍の不整形地盤構造や地形効果に支配されていると結論付けられる。この結論

は，地震動予測モデル（GMM）において従来は偶然的不確実性として処理されてきた変動の多くが，

実際にはサイト固有の認識論的不確実性であることを示唆している。すなわち，3 次元的なサイト増

幅特性を適切にモデル化することで，予測ばらつきを低減し，より精度の高いサイト特性評価が可能

となる物理的根拠が得られた。 
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第 4 章 サイト特性における不確実性の整理と 

不整形地盤サイトにおける物理的検証 

 

4.1   概要 
 

第 2 章および第 3 章における観測記録の分析では，地表/地中スペクトル比（SBSR）に見られる方

位依存性が，震源や伝播経路といった大局的な要因ではなく，サイト近傍の局所的な地盤特性に強く

支配されていることを統計的に明らかにした。これらの変動は，従来の耐震設計実務において標準的

に用いられている 1 次元重複反射理論（水平成層構造仮定）では説明がつかない現象であり，観測値

と理論値の間に無視できない乖離を生じさせる。 

本章では，まず近年の確率論的地震ハザード評価（Probabilistic Seismic Hazard Assessment; PSHA）

における不確実性の分類体系を整理し，本研究で扱う SBSR の変動が，除去不可能な偶然的ばらつき

ではなく，適切な物理モデルの導入により低減可能な認識論的不確実性であることを理論的に位置づ

ける。その上で，2 次元有限要素法（2D-FEM）を用いた数値シミュレーションを実施し，不整形地盤

における波動の散乱・干渉現象を再現することで，観測された方位依存性が地下構造に起因する物理

的実体であることを演繹的に検証する。 

 

4.2   サイト特性評価における不確実性の分類と本研究の位置づけ 
 

PSHA の信頼性を担保するためには，予測に伴う不確実性を物理的背景に基づいて厳密に分離・評

価することが不可欠である。ここでは，Senior Seismic Hazard Analysis Committee（SSHAC）ガイドラ

イン[4-1]等に基づく定義と，モデル中心的な視点からの分類を行い，本研究の物理的検証の意義を明確

にする。 

地震工学における不確実性は，一般に以下の 2 種類に大別される。 

・ 偶然的ばらつき（Aleatory Variability） 

自然現象そのものが持つ本質的なランダム性に起因するばらつきである。特定のモデル体系の中

では削減不可能とみなされ，ハザード評価において確率分布（標準偏差𝜎𝜎）として直接組み込ま

れる。 

・ 認識論的不確実性（Epistemic Uncertainty） 

現象に対する知識の欠如やデータ不足，モデルの不完全さに起因する不確実性である。理論的に

は，データの蓄積やより高度なモデル化によって低減可能であり，ロジックツリーのブランチと

して扱われる。 

しかし，Wen et al. (2003)[4-2] が指摘するように，この境界は絶対的なものではなく，採用するモデ

ルに依存する（モデル中心的視点）。例えば，地盤内の微細な不均質性を確率場として扱うならば，そ
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の変動は偶然的となるが，詳細な探査に基づき決定論的な構造としてモデル化すれば，それは認識論

的な領域へと移行する。 

従来の強震動予測式（Ground Motion Model; GMM）は，空間的なばらつきを時間的なばらつきと等

価とみなすエルゴード仮説に基づいていた。この仮定下では，サイト固有の特性に起因するバイアス

もすべて偶然的ばらつき（大きな𝜎𝜎）の中に埋没していた[4-3]。 

しかし，Al Atik et al. (2010) [4-4]による残差分解の枠組みは，単一観測点における地震内残差𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝑒𝑒𝑒𝑒
および𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆を以下のように分離することを可能にした。 

𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝛿𝑒𝑒𝑒𝑒 = 𝛿𝛿𝛿𝛿𝑒𝑒𝑒𝑒 − 𝛿𝛿𝛿𝛿2𝑆𝑆𝑠𝑠  式 (4-1) 

𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆 = �𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆2 + 𝜏𝜏2 式 (4-2) 

ここで，𝛿𝛿𝛿𝛿𝑒𝑒𝑒𝑒は地震内の残差，𝛿𝛿𝛿𝛿2𝑆𝑆𝑠𝑠は観測点固有の平均的な増幅特性の偏り，𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆（Single-Station 

residual）は𝛿𝛿𝛿𝛿2𝑆𝑆𝑠𝑠の標準偏差，𝜏𝜏は地震間残差の標準偏差である。非エルゴード評価への移行とは，こ

れまで偶然的ばらつきとして扱われていた𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆を分離し，これを推定すべきパラメータ（認識論的不確

実性）として再定義することを意味する。 

 

地盤増幅特性における具体的な現象は，採用する解析モデルによって分類が異なる。 

1 次元解析（水平成層仮定）を採用する場合 

実際の地盤が有する 3 次元的な不整形構造（盆地端部効果や埋没谷）による増幅や方位依存性は，

モデルでは表現できないため，観測データ上の説明できないばらつきとして現れる。1 次元重複反射

理論として仮定されている条件としては，水平成層構造，平面波入射，等方弾性体，均質媒体が上げ

られる。これらに反した場合，即ち 2D/3D 構造（不整形・地形効果），球面波・表面波の混入，非線

形応答，媒質の異方性，周辺・地中構造物との相互作用など，これらは偶然的ばらつきを増大させる

要因として処理される。従来のエルゴード的 GMM では，サイトパラメータとして AVS30 や D1400

（Vs が 1400 に達する深さ）など，Vs ベースの代理指標や堆積盆地構造の特徴を大まかに捉える指標

に留まっており，残りはすべて偶然的ばらつきとして扱われる。 

2 次元・3 次元解析（不整形考慮）を採用する場合 

地下構造の幾何形状（不整形）をモデル化することで，方位による応答の違いや局所的な増幅は，

物理的に予測可能な現象となる。この場合，不整形形状の同定精度やモデル化誤差が認識論的不確実

性となる。一方で，媒質の異方性や不均質散乱，相互作用といった現象は偶然的ばらつきとして残る

ことが考えられる。 

 

第 2 章で確認された SBSR の方位依存性は，1 次元理論の枠組みでは偶然的ばらつきとして処理せ

ざるを得ない。しかし，これをランダムノイズとして扱うことは，特定の方位から到来する地震波に

対する評価を見誤る可能性がある。本章の目的は，この方位依存性が地下の不整形構造という物理的

実体に起因することを数値解析により明らかにすることにある。これにより，観測された変動を除去

不可能な偶然的ばらつきから，適切なモデル化（不整形地盤モデル）によって説明・予測可能な認識

論的不確実性へと昇華させ，次章以降で提案する評価手法（系統的ばらつきの分離）の理論的妥当性

を担保する。 
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4.3   数値解析の概要と解析条件 
 

本節では，不整形地盤における波動伝播特性評価するために構築した数値解析モデルの詳細につい

て述べる。解析には，2 次元有限要素法プログラム F-DAP III を採用した。本プログラムは周波数領域

における応答解析手法であり，要素平面を 3 角形，4 角形でモデル化できることから幾何形状の取り

扱いに優れており，不整形地盤の解析に適している。  

 解析領域には，2 次元の平面ひずみモデルを用いており，S 波の 1 波長に対し要素平面が 10 個含ま

れるように要素幅を設定することとした。有限の解析領域で半無限地盤を模擬するため，側面境界に

はエネルギー伝達境界をモデルの左右端部に設置した。これにより，不整形部から発生した散乱波や

表面波が境界で反射することなく，側面以遠の半無限成層地盤へ逸散する挙動を表現した。また，モ

デル底面には粘性境界を設置し，下方への波動エネルギーの逸散を考慮した。入力地震動は，この粘

性境界を通して底面から鉛直上方へ入射させる等価入力法（2E 波入力）を用いた。 

 入力波には，特定の震源特性の影響を排除するため，振幅スペクトルが平坦で位相をランダムとし

た擬似ランダム波を用いた。解析では，同一の地盤モデルに対して面内波（SH 波相当）および面外波

（SV 波相当）を入力し，その応答差を比較した。1 次元水平成層地盤への鉛直入射であれば，SH 波

と SV 波の応答は理論的に一致する。したがって，両者の応答に差が生じれば，それは地盤の不整形

性に起因する 2 次元的な波動現象が生じていると解釈できる。 

 

4.3.1   周期的な不整形境界を有する地盤の応答特性 
 まず，不整形地盤による応答特性の基礎的な物理挙動を把握するため，既往研究[4-5]に基づく周期的

な正弦波状の層境界を有する地盤モデルを対象とした。このモデルは，単純化された幾何形状であり

ながら，不整形地盤のフォーカシングや共振モードの分離などを明瞭に示すことが知られている。澤

田他(1994)[4-5]の検討では，SH 波の入射波に対する地表面の応答（2E/E）のみが検討されており，本

研究で対象とする下降波の影響も含めた応答(2E/E+F)や面内波についての言及がない。本節では，澤

田他(1994) [4-5]の再現解析を通じ，不整形地盤の 2E/E+F 伝達関数でも同様の傾向が現れるか， 

 解析モデルは，均質な基盤層と堆積層の 2 層構造とし，その境界面の深さℎ(𝑥𝑥)が水平位置𝑥𝑥に対し

て以下の式で表される波上の境界とした。 

ℎ(𝑥𝑥) = 𝐷𝐷 −
𝐻𝐻
2

cos(
2𝜋𝜋
𝐿𝐿
𝑥𝑥) 式 (4-3) 

ここで，幾何パラメータおよび物性値は，澤田他(1994) [4-5]の諸元を参考に設定する。L は凹凸 1 つ分

の水平長さ(m)，D は境界面の平均深さ(m)，H は凹凸の振幅(m)を表しており，それぞれ L = 320 m，

𝐷𝐷 = 40 m，𝐻𝐻 = 20 m とした。境界面が最も深い水平位置を A 点，中間の深さの水平位置を B 点，最

も浅い水平位置を C 点とし，それぞれの直下 200 m の地中の応答と地表の応答のフーリエスペクト

ル比を比較した。地盤モデルは水平方向 1280 m，鉛直方向 250 m の 2 次元モデルとした。基盤層は

Vs-400 m/s，堆積層は Vs=100 m/s とした。モデルの模式図を図 4-1 に示す。 
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図 4-1 有限要素法における不整形地盤の解析モデル 

 

 

 

(a) A 点の SBSR 

 

(b) B 点の SBSR 

 

(c) C 点の SBSR 

図 4-2 不整形地盤における各観測点の SBSR 

 

 図 4-2 に，A～C 点における SH 波および SV 波の SBSR を示す。図中の黒線で示す SBSR は，表層の

層厚を平均深さである 40 m とした，2 層の 1 次元地盤モデル（以降，平均地盤モデルと表記）の理

論伝達関数である。澤田他(1994) [4-5]における検討では，地盤増幅率のピークが分離することを示し

ているが，SBSR においても，0.7 Hz 付近のピークでその傾向が表れている。また，波状境界の頂点と

底部（C 点および A 点）では，鉛直下方入射にも関わらず SH 波と SV 波に明瞭な差が出ており，境界

面の不整形によって水平成分で異なる SBSR が得られることを示唆している。 

 

4.3.2   局所的な不整形境界を有する地盤の応答特性 
第 2 章の詳細な分析をした地点である CHBH14 観測点直下においては，図 4-1 のような波状では

なく一山の境界面を持つことが考えられる。澤田他(1994) [4-5]による地盤モデルをベースに，に示す

ような一山だけを取り出したモデルを用いて 2 次元有限要素解析を行い，局所的な不整形性が SBSR

に及ぼす影響について確認した。なお，CHBH14 観測点は境界面の山の端部（B 点）に相当する場所

に位置していると想定している。 
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図 4-3 一山の不整形境界をもつ地盤モデル 

 

図 4-4 に不整形境界における山の頂点（A 点）および端部（B 点）の SBSR を示す。比較対象とし

て直下の地下構造を 1 次元地盤と仮定したときの理論伝達関数を黒線で示す。B 点では，理論伝達関

数とピーク位置が良く一致しているものの，1.7 Hz や 3 Hz 付近ではピークの振幅が落ち込むなどの

影響が出ている。一方，A 点では，直下の地下構造を 1 次元地盤と仮定したときの理論伝達関数から

はピークが大きくずれており，平均地盤モデルでピークが出るような周波数にピークを持つような

SBSR が得られた。また 1.6 Hz や 2.7 Hz 付近では，平均地盤モデルでも直下 1 次元モデルでもピーク

が無い周波数にピークが現れており，図 2-7 の P3 で見られたような現象が生じることが確認できた．

SH 波と SV 波とを比較すると，図 4-2 に示す波状境界モデルのように顕著に差は表れないものの，特

に A 点において水平成分に差がでることが確認できた．CHBH14 観測点を B 点として想定していた

が，観測にみられるほどの理論伝達関数との乖離やピーク周波数の分離は現れなかった．現在は標準

貫入試験の局所的な情報を根拠としているため，より広域な CHBH14 観測点周辺の地下構造に関する

情報を収集し，不整形境界との位置関係を精査する必要がある． 

本節における有限要素解析では，CHBH14 観測点の南北方向の 2 次元断面のみを模擬しているため，

到来方向との関連性を明言することはできないが，図 2-7 で見られるような観測 SBSR のピークの出

現や分離が，地中地震計以浅の不整形性によって生じることを定性的に示した．また不整形地盤に鉛

直下方入射をした SH 波と SV 波の SBSR にも差異があり，水平成分に差異が発生する要因にもなり得

ることを示した．  

  

Vs = 100 (m/s)
ρ = 1.7 (tf/m3)

Vs = 400 (m/s)
ρ = 1.8 (tf/m3)

H = 20 (m)

D = 40 (m)L = 320 (m)

Depth = 200 (m)

B A



56 

 

(a) A 点の SBSR 

 

(b)  B 点の SBSR 

図 4-4 一山の不整形境界をもつ地盤の SBSR 

 

4.3.3   不整形地盤による散乱波等の空間的影響範囲の検討 
 前節までは，不整形地盤の直上における応答に着目したが，不整形構造により生成された散乱波は，

隣接する水平成層部にも伝播し，その応答特性に影響を及ぼす可能性がある。本節では，不整形地盤

の空間的な影響範囲について検討する。 

 不整形部（𝑥𝑥 < −80 𝑚𝑚）における影響を確認するため，不整形振幅𝐻𝐻を変化させたパラメトリックス

タディを実施した。凸形状（𝐻𝐻 > 0）および凹形状（𝐻𝐻 < 0）について検討を行った。検討ケースを表 

4-1 に示す。 

 

表 4-1 空間的影響範囲の検討ケース 

ケース 𝐻𝐻(𝑚𝑚) 形状 

Case 1 20 凸型 

Case 2 40 凸型 

Case 3 60 凸型 

Case 4 -20 凹型 

Case 5 -40 凹型 

Case 6 -60 凹型 

 

 

  

まず，SBSR におけるピークの方位による変動が，不整形境界面からの距離と相関があるかを確認

する。ここでは，第 2 章で提案した，地中記録と地表記録を同時に水平回転させた際の SBSR のピー

ク変動を抽出した指標である，最大/最小振幅比を用いて SBSR におけるピークの方位による変動が不

整形境界面との距離によって変化するかを検討した。本節では，平均地盤モデルの 2 次ピークである

0.8Hz 付近を対象にピークの変動を抽出した。図 4-5 に各ケースの最大/最小振幅比と水平距離との

相関図を示す。地盤モデルは左右対称のため，左半分のみを図化している。𝑥𝑥 = −80 𝑚𝑚地点は不整形

から水平成層に切り替わる地点であるが，不整形境界面が凸型となる Case1～3 において，不整形境
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界面から離れるにつれて最大/最小振幅比が増大する，即ち SBSR の方位によるばらつきが大きくなる

結果となった。不整形境界面が凹型となる Case4～6 においても，最大/最小振幅比の減少傾向は見ら

れなかった。 

 

 
図 4-5 各ケースの 0.8Hz におけるピークの最大/最小振幅比の空間的影響範囲 

 

不整形地盤の 2 次元 FEM による解析結果と，直下の 1 次元構造を水平成層とした場合の重複反射

による理論波形との比較を行い，不整形の有無により計算波形にどの様な差異が見られるかを検討し

た。 

波形の差異を面的に捉えるために，適合度判定指標を用いて評価した。ランダム波を使用している

こと，また前節で示したように高次モードにおいて不整形境界面の影響が表れていることから，包絡

形での比較が可能な適合度判定指標である鈴木他(2018)[4-6]による E-GOFt を使用した。E-GOFt は，観

測波形と合成波形の高周波数帯域における一致度を定量評価するために開発された指標で，値が 10

に近いほど両者が一致し，値が低いほど乖離が大きいことを示す。本検討では，2D-FEM の計算波形

を観測波形，直下の 1 次元構造を用いた重複反射理論による理論波形を合成波形とみなし，適合度が

高いときに 1 次元理論で説明可能，低いときに 2 次元構造の影響が強いとみなす。 

図 4-6 に特徴が顕著に現れた Case3 及び Case6 の面外波における E-GOFt のコンタ図を示す。不整

形境界面が凸型となる Case3 において，水平成層部の上層地盤では，全体的に E-GOFt が低くなってお

り，E-GOFt の低いエリアが層状に分布している。面外波であることから Love 波が励起されている可

能性が考えられる。Case6 でも，E-GOFt の低下は少ないものの，同様の傾向が見られた。Case6 の不

整形境界面の上層においては，E-GOFt が著しく低下している。これは盆地状の基盤にトラップされる

ような重複反射によるものと考えられるが，本検討ではランダム波を使用しており E-GOFt との相性

が良くない可能性もあるため，留意が必要である。下層に着目すると，𝑥𝑥 = −80 ~0 𝑚𝑚において大きく

E-GOFt が低下しており，これらは不整形境界面による散乱波による影響と考えられる。水平成層部分

への影響はあまり大きくなく，モデル化した範囲では，𝑥𝑥 = −160 𝑚𝑚付近までが影響範囲と考えられる。 

以上のことから，局所的な不整形境界面によって水平成層部における SBSR の方位による変動は，

散乱によって励起された表面波に起因することが考えられる。これは，サイト特性評価においては，
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直下のボーリング柱状図情報などの点の情報だけでなく，周辺の地質構造を含めた空間的な評価が必

要であり，これを無視することは認識論的不確実性を増大させる原因となりうる。 

 

 

 
(a) Case3 面外波の E-GOFt 

 
(b) Case6 面外波の E-GOFt 

図 4-6 2D-FEMと 1 次元重複反射による波形の E-GOFt 
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4.4   地形および入射角に起因する地表/地中スペクトル比の感度解析 
 前節までは CHBH14 観測点を対象に，地中の不整形構造が SBSR の方位依存性に与える影響を確認

してきた。しかし，多くの観測点において詳細な地下構造を把握することは困難であり，これが認識

論的不確実性の主要な要因となっている。一方で，地表面における地形の形状については数値標高モ

デル等から比較的容易に取得可能である。本節では，KiK-net つくば観測点（IBRH19）を対象に，前

節と同様に単純化したモデルを用いた 2D-FEM を実施する。地形勾配および不整形性がピーク周波数

の変動に及ぼす影響を定性評価し，地盤の不確実性の代理指標としての地形指標の有用性について議

論する。 

 

4.4.1   IBRH19 観測点の周辺状況および観測記録 
IBRH19 観測点は筑波山の南西麓，標高約 170m の斜面に位置している。周辺地形は山体からの緩

やかな傾斜が続いており，数値標高モデル[4-7]によれば観測点直近の地形勾配は北東方向で約 14°と

なっている。PS 検層による土質柱状図[4-8]によれば，2m の盛り土の下に筑波山を構成する花崗岩が表

出し，硬い地盤を有する観測点である。図 4-7 に IBRH19 観測点の周辺地図を，図 4-8 に筑波山の傾

斜に沿った方向（測線 1，北から時計回りに 25°）での標高の断面図を，図 4-9 に測線 1 に直交する

方向（測線 2，北から時計回りに 115°）での標高の断面図を示す。 

 

 

図 4-7 IBRH19 観測点周辺の標高地図（国土地理院地図より転載，加筆） 
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図 4-8 側線 1 の 標高断面図 

 

 
図 4-9 側線 2 の 標高断面図 
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 また，IBRH19 観測点における SBSR を図 4-10 に示す。本観測点も，方位によってピーク周波数の

変動が顕著に表れる観測点である。南から南西にかけての方向から到来する地震波では 3-4Hz 付近で

1 次ピークを有するのに対し，北東方向から到来する地震波では 5-6Hz で 1 次ピークを有している。

図中黒線は，表 4-2 に示す PS 検層に基づいた地盤モデルを用いて 1 次元重複反射理論により計算し

た理論伝達関数（2E/E+F）を示す。また黒破線は解放基盤に対する理論増幅率（2E/2E）を示す。 

 

図 4-10 IBRH19 観測点の観測 SBSR 

 

表 4-2 IBRH19 観測点の PS検層に基づく地盤モデル 

 

 

4.4.2   感度分析のための検討ケースの設定 
 本節では，地表面の勾配および地下境界面の傾斜が，波動の干渉とサイト特性の変動に与える影響

を評価する。これらを物理的に分離して評価するため，以下に示す幾何学的な構成が異なる 3 つの 2D-

FEM モデルを設定した。各ケースにおいて、地盤の物性値は前述の IBRH19 の PS 検層結果に基づき，

上層 Vs=744 m/s，下層 Vs=2529 m/s で共通としている。これらは，表 4-2 の 1-2 層目を 1 層とした

時の平均 S 波速度，3-4 層目を 1 層とした時の平均 S 波速度に該当する。また，傾斜はいずれも 5°

に固定した。これは，全観測点の周辺地形の勾配の統計を取った際の標準偏差に相当する。 

 

・Case1 地表傾斜・地下水平モデル（地表勾配 5°/ 地中境界面 0°） 

density Vp Qp Vs Qs Thickness
1.6 300 10 100 10 2
2.1 3100 120 1200 120 34
2.6 4800 210 2100 210 56
2.6 5300 280 2800 280 118
2.6 5300 280 2800 280 1
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地表面に 5°の一定傾斜を与え，速度境界面を水平に設定したモデルである。このモデルは，地点

の標高差のみが存在し，地下構造は 1 次元的な水平成層に近い状態を想定している。入射波と地表面

での反射波の往復経路長が水平位置によって異なるため，地点ごとの位相干渉条件の変化がどの程度

増幅特性の入射角依存性に寄与するかを確認する。 

 

・Case2 地表水平・地下傾斜モデル（地表勾配 0°/ 地中境界面 5°） 

地表面は水平であるが，地下の速度境界面に 5°の傾斜を与えたモデルである。これは，地表から

は視認できない地下の不整形性のみが存在するケースに相当する。境界面の傾斜に起因するモード変

換（SV 波から P 波への変換等）や側方への散乱が，地表のスペクトル比に与える影響を抽出する。 

 

・Case3 地表・地下傾斜モデル（地表勾配 5°/ 地中境界面 5°） 

 地表面と地下境界面の両方が同一の 5°の傾斜を持ち，互いに平行であるモデルである。 

 

 
(a) Case1 

 
(b) Case2 

 

(c) Case3 

図 4-11 検討ケースモデルの模式図 

 

各ケースに対し，震源の方位特性を模擬するために SV 波の入射角をパラメータとした。鉛直下方

入射を基準とし，±10°，±20°，±30°の計 7 条件について解析を行った。特に入射角が大きい

時，境界面での全反射の可能性や，地形による回折波の影響が顕著になると考えられるため，1 次元

重複反射理論からの乖離した挙動に注目する。なお，入射波は前節と同様 40.96 秒間の擬似ランダム

波の平面波を使用した。 

 

4.4.3   数値解析結果と考察 
解析の結果の図を図 4-12 に示す。伝達関数（2E/E+F）のピーク周波数に有意な変動が生じる境界

条件は，地表面および境界面の傾斜角そのものではなく，両者のミスマッチによって生じる層厚の空

間的な変化であることが明らかとなった。 

具体的には，Case 1 および Case2 では左右で層厚が変化しており，入射方位に応じた顕著なピーク

シフトが認められた。入射角はプラスの場合はモデルの左側から，マイナスの場合は右側から平面あ

波が入射するが，Case1 では+30°の場合に，Case2 では-30°の場合に顕著にピーク周波数が異なる

傾向が確認される。これは，層厚が薄い方からの入射に対し感度が高くなることが考えられる。対照

的に，Case 3 においては，幾何学的な非対称性は存在するものの，層厚が一定に保たれるため SBSR

のピーク変動は比較的安定した傾向を示した。 
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 本解析結果は，SBSR にみられるピーク変動の入射角依存性を支配する物理量が層厚の空間的な変

化であることを示している。実務上，地下境界面の傾斜角を精緻に特定するにはコストを支払う必要

があるが，地表面に勾配が存在するという事実は，地下境界面が水平であれ傾斜であれ，層厚を一定

に保つための幾何学的制約を維持する難易度を高める要因となる。 したがって，地形勾配の情報は，

それ単体で SBSR のピークの変動を規定するものではないが，詳細な地下構造が未知である状況下に

おいて，サイトが層厚変化に伴う不確実性を内包している可能性を識別するための代理指標として位

置づけられる。 

 

  
(a) Case1の伝達関数 

  
(b) Case2の伝達関数 

  
(c) Case3の伝達関数 

図 4-12 各ケースの 2D-FEM解析結果 
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4.5   まとめ 
 

本章では，観測された SBSR の方位依存性および 1 次元理論との乖離について，その物理的要因を

解明するために数値シミュレーション（F-DAP III を用いた FEM 解析）による演繹的な検証を行った。

得られた知見は以下の通りである。 

 

方位依存性の物理的実証 

鉛直下方入射条件下であっても，地下の不整形構造（周期的境界や局所的凸部）が存在することで，

SH 波と SV 波の応答に明確な差異が生じることを確認した。これは，観測された方位依存性が，入力

波のランダム性（偶然的ばらつき）ではなく，地下構造の不均質性に起因する物理現象（認識論的不

確実性）であることを裏付けるものである。 

 

1 次元理論で説明できないピーク 

不整形地盤上では，直下の 1 次元構造では説明できない周波数帯にピーク（共振）が生じたり，逆

にピークが消失・分離したりする現象が再現された。これらは，周辺地盤との相互作用や 2 次元共鳴

モード，あるいはモード変換によるものであり，従来の 1 次元解析では予測不可能な認識論的不確実

性に分類されうるものである。 

 

散乱波の空間的影響 

不整形部で生成された散乱波は，隣接する平坦部へも層状に伝播し，広範囲にわたって 1 次元理論

との乖離を引き起こすことが E-GOFt 解析により可視化された。これにより，単一地点のボーリング

情報のみに依存することのリスクが明らかとなった。 

 

地形勾配による感度分析 

多次元に詳細な地下構造が未知であっても，地表面の傾斜が波動の斜め入射と組み合わさることで，

サイト特性の変動を誘発する物理的な指標となり得ることを示した。地形に勾配が存在することは，

その地点が幾何学的な非対称性を有していることを意味し，入射方位に起因する認識論的不確実性の

生じやすさや変動幅を事前に拘束するための重要な代理指標となることが確認された。 

 

以上の結論より，観測記録に見られる SBSR のばらつきの多くは，除去不可能なランダムノイズで

はなく，地盤の不整形性を考慮したモデル化によって説明・予測可能な成分であることが明らかとな

った。これは，次章以降で提案する系統的ばらつきとして分離・評価するアプローチの物理的妥当性

を保証するものである。第 5 章では，この物理的知見に基づき，観測データからこの系統的成分を統

計的に分離・抽出する具体的な手法について論じる。 
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第 5 章 地表/地中スペクトル比における 

偶然的ばらつきと系統的ばらつきの分離 

 

5.1   概要 
 

地震動評価において，特定サイトにおける地盤増幅特性のばらつきを正確に評価することは極めて

重要である。観測点直下の増幅特性を直接的に捉える指標である地表/地中スペクトル比（Surface-to-

Borehole Spectral Ratio; SBSR）は，同一地点においても地震イベントごとに無視できないばらつきを

示すことが長年知られてきた。この事実は，1 次元成層構造を仮定した理論応答が常に安定した伝達

関数を与えることと矛盾し，強震動予測式（Ground Motion Models; GMMs）における認識論的不確実

性の主要因となってきた。 

従来の GMM は，広域で観測された地震動の「空間的なばらつき」が，単一サイトで経験される「時

間的なばらつき」と等価であるとする「エルゴード仮定」に基づいて構築されてきた。しかし，Anderson 

& Brune (1999)[5-1]らが指摘するように，この仮定はサイト固有の系統的な応答特性まで平均化してし

まうため，予測の不確定性を過大に評価する傾向がある。 

近年では，この問題を克服するため，平均的な応答からのばらつきをサイトごとに評価する非エル

ゴード的アプローチに関する研究が進展している（例えば，Al Atik et al., 2010[5-2]; Lavrentiadis et al., 

2023[5-3]）。その代表的な試みとして，Rodriguez-Marek et al. (2011)[5-4]（以下，RM2011）は，KiK-net

データを用いて単一観測点におけるばらつき（Single-Station Sigma）を評価し，その低減可能性につ

いて論じている。 

しかしながら，これら既往の非エルゴード的評価においても，以下の点は未だ十分には解明されて

いない。 第一に，ばらつきの物理的要因の複雑さゆえに，その評価の多くが統計的な処理に留まって

いる点である。特に，観測されるばらつきの中に含まれる方位依存性について，RM2011 などはこれ

を伝播経路に起因するばらつきとして扱っており，サイト近傍の局所的な地盤構造に起因するサイト

固有の特性として分離・評価するには至っていない。 第二に，GMM の残差分析に基づく手法では，

震源や伝播経路の影響を完全に排除することが難しく，これらがサイト増幅のばらつきとして混入し

ている可能性が考えられる。 

前章までに，SBSR に見られる方位依存性が，観測点近傍の物理的な不整形構造や地形効果に起因

する現象であることを，数値解析を通じて演繹的に確認した。これらの変動は，従来の 1 次元理論の

枠組みではばらつきとして処理されてきたが，適切なモデル化を行えば予測可能な認識論的不確実性

へと分類され得るものである。 

本章では，第 2 章で構築したデータベースを用い，この SBSR の変動を統計的に分析する。具体的

には，観測された全変動（地震間変動）を，地震波の到来方位に依存して再現性をもって現れる「系

統的ばらつき」と，それ以外のランダムな要因による「偶然的ばらつき」の 2 成分に定量的に分離す
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る手法を提案し，その適用結果について論じる。これにより，従来の手法では評価しきれなかったサ

イト内ばらつき（Single-Station Sigma）の内部構造を明確化することを目的とする。 

 

5.2   解析対象データと処理 
 

 本検討では，第 2 章で構築した KiK-net の観測記録データベースを用いる。なお，本章では地盤の

非線形化の影響を排除し，線形範囲内でのばらつき構造を議論するため，特に地表最大加速度（PGA）

が 1-50 cm/s2 の範囲にあり，かつ気象庁マグニチュード（MJ）が 4.0 以上の記録を解析対象とした。

また，スペクトル比の算出にあたっては，第 2 章と同様に Transverse 成分を使用し，平滑化等の処理

も共通の手法を用いている。最終的に選定されたデータセットは，693 観測点における 6,973 地震，

計 152,352 記録である。 

 

5.3   ばらつきの要因分離手法 
 

本研究では，単一観測点における SBSR の変動要因を定量的に分離するため，第 3 章で導入した類

似した地震ペアを用いて震源・伝播経路特性を相殺するという枠組みを，ばらつきの統計的評価へと

拡張する。第 3 章では，二重スペクトル比法に基づく物理的な変動要因の検証を目的として地震ペア

を選定したが，本章ではこのペアリング手法を応用し，観測点ごとに特性の異なる 2 種類の地震ペア

群（データセット）を構築する。そして，ある観測点における 2 つの地震イベント𝑚𝑚,𝑛𝑛間の SBSR の

変化を地震間比（𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑚𝑚(𝑓𝑓) 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛(𝑓𝑓)⁄ ）として定義し，各データセットにおけるこの指標の自然対数

標準偏差を比較することで，ばらつきの成分分離を行う。 

 

Dataset A：同位置地震ペア 

第 3 章におけるペア選定基準と同様に，震源間距離が 5 km 以内，かつマグニチュード差が 0.2 以

内の地震ペアを選定する。このペアから到来する地震波は，ほぼ同一の伝播経路を経て，ほぼ同一の

到来方位角および入射角でサイトに到達するため，ペア間で観測される SBSR の差異には，伝播経路

特性やサイトの方位依存性の影響はほとんど含まれないとみなせる。したがって，このデータセット

から得られる残存するばらつきは，震源の破壊過程の微細な違いや純粋なランダムノイズに起因する

ものと考えられ，これを本研究では「偶然的ばらつき（𝜙𝜙0′）」と定義する。 

 

Dataset B：到来方向が異なる地震ペア 

震源距離およびマグニチュードの条件はデータセット A と同様（差が 5 km 以内，0.2 以内）とした

上で，到来方位角の差が 45 度以上となる地震ペアを選定する。この条件は，第 3 章で確認された「サ

イトの方位依存性」が SBSR の変動に与える影響を最大限に顕在化させるために設定したものである。

このデータセットから得られるばらつきは，サイトの方位依存性の影響を十分に含んだ「全ばらつき

（𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴′ ）」に相当する。 
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系統的ばらつきの算出 

両データセットから算出されるばらつきが統計的に独立であると仮定し，分散の加法性に基づき，

方位角に依存する「系統的ばらつき（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ ）」を次式により算出する。 

𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ = �𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴′ 2 − 𝜙𝜙0′
2 式 (5-1) 

 

各地震ペア選定方法の模式図を図 5-1 に示す。 

 

 
図 5-1 各地震ペアデータセットの模式図 
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5.4   解析結果と考察 
 

5.4.1   ばらつきの成分分解 
Dataset A（同位置ペア）および Dataset B（異方位ペア）において 10 以上の地震ペアを確保できた

503 観測点を対象に，ばらつきの成分分離を行った。図 5-2 に，分離された(a) 偶然的ばらつき，(b) 

全ばらつき，(c) 系統的ばらつきの中央値および四分位範囲（IQR）の周波数特性を示す。 

解析の結果，全周波数帯域において，偶然的ばらつき（𝜙𝜙0′）と系統的ばらつき（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ ）の中央値は，

概ね同程度のレベルで推移していることが確認された。これは，単一観測点のばらつき（Single-Station 

Sigma）を低減させる上で，ランダムな事象としての扱いを受け入れてきた成分のうち，約半分が物

理的に説明可能な系統的成分である可能性を示唆している。ここで分離された系統的ばらつき（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ ）

は，SBSR の到来方向依存性を定量化した指標である。図 5-2 (c)において，その中央値は周波数とと

もに緩やかに増加する傾向が見られるが，特筆すべきはその四分位範囲（IQR）の広さである。IQR の

下限に近いサイトでは系統的ばらつきが小さく，1 次元成層構造に近い挙動を示していると考えられ

る一方で，上限に近いサイトでは極めて大きな系統的ばらつきを有している。このばらつきの大きさ

は，盆地端部や埋没谷といった地下の 3 次元的な地盤構造の複雑さ，あるいは急峻な地形によるサイ

ト増幅の異方性を反映していると考えられる。すなわち，𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ の値そのものが，そのサイトが 1 次元

的な仮定からどれだけ逸脱しているかを表す不整形度の指標として解釈可能である。 

一方，Dataset A から得られた偶然的ばらつき（𝜙𝜙0′）については，以下の点に留意する必要がある。

本手法では，震源距離 5km 以内，MJ 差 0.2 以内という基準でペアリングを行っているものの，その残

差には純粋なランダムノイズだけでなく，未解明の系統的要因が残存している可能性がある。具体的

には，発震機構（メカニズム解）の差異による放射パターンの変化や，強震動入力履歴に伴う地盤物

性の経時変化[5-5]（非線形化からの回復過程等），偶然的ばらつきが方位依存性を有することなどが考

えられる。したがって、本研究で算出された𝜙𝜙0′は，予測不可能な不確実性の上限値を示していると捉

えるのが妥当である。各方位で同位置地震ペアのばらつきが算出可能なほどの観測記録の拡充，震源

情報の高度化により，さらに低減できる余地を残している。 
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図 5-2 SBSR に見られるばらつきの成分分解 
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5.4.2   既往研究との比較と考察 
 本手法の妥当性および得られたばらつきの質的評価を行うため，KiK-net の地表地震記録および地

中地震記録を用いてサイト内ばらつきを評価した代表的な既往研究である RM2011 の結果との詳細

な比較を行う。 

 まず，比較対象として図 5-2 に示した RM2011 の評価値（破線）の定義について述べる。RM2011

では，地表および地中記録の加速度応答スペクトル（5%減衰）に基づく強震動予測式（GMM）の残

差分析を行っており，図中の破線は以下の手順で本研究の定義に対応づけたものである。なお，

RM2011 においてサイトパラメータは，AVS30，Vs が 800m/s に達する深さ(h800)，地中地震計が設

置されている深さでの Vs(Vshole)でコントロールされている。また本研究は 2 地震間の比（地震間変

動）を対象としているため，RM2011 で算出された標準偏差を√2倍してスケールを合わせている。 

 

全ばらつき（図 5-2(b)） 

RM2011 におけるサイト増幅の偶然的ばらつき（𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴）を採用している。RM2011 において，𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴
は地表での地震動の全標準偏差が，どのような要素（震源，深部地盤，浅部地盤の増幅など）によっ

て構成されているかを分解して示したものである。地中での地震動のばらつき全標準偏差を基に分解

されていることから，本検討の全ばらつきとよく対応していると考えられる。 

 

系統的ばらつき（図 5-2 (c)） 

RM2011 では，サイト項の方位依存性を直接モデル化していないが，全方位を対象とした Single-

Station Sigma (𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆)と，到来方位を狭い範囲（例えば 10 度）に限定した場合の Single-Station Sigma 

(𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆,10°)の比較を行っている。そこで本比較においては，全方位のばらつき𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆と方位限定のばらつき

𝜙𝜙𝑆𝑆𝑆𝑆,10°の差分（分散の差の平方根）を算出し，これを RM2011 のデータから推定される方位に起因す

る系統的ばらつき（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎）」と定義した。 

偶然的ばらつき（図 5-2 (a)） 

 上記で求めた全ばらつき（𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴）から，系統的ばらつき（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎）を差し引いた成分として算出した。

これは RM2011 の枠組みにおいて，方位依存性を除去した後に残る純粋なランダム成分（𝜙𝜙0′相当）に

対応する。 

 

これらの定義に基づき比較を行うと，まず全ばらつき（図 5-2 (b)）において，4 Hz 以上の高周波

数帯域では両者は比較的良い一致を示している。しかし，4 Hz 以下の低周波数帯域，特に 1-2 Hz 付

近において，RM2011 の評価値は本研究の結果よりも顕著に大きな値を示している。この乖離の主た

る要因は，分離手法の違いにあると考えられる。GMM を用いる RM2011 のアプローチでは，震源特

性や伝播経路特性のモデル化誤差（地震間残差𝜏𝜏やパス項のばらつき）を完全には分離しきれず，それ

らがサイト内ばらつき（𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴）として混入している可能性が高い。特に，RM2011 が地中記録のばら

つき等を参照して推定していることからも，地中深部より下のパスや震源の影響を含んでいることが

推察される。対して本研究では，同一観測点における地震ペアの比をとることで，震源・伝播経路の

共通項を相殺しているため，より純粋にサイト近傍に起因するばらつきのみを抽出できているといえ

る。 
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 次に，系統的ばらつき（図 5-2 (c)）について考察する。RM2011 から推定した𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎（全方位と方位

限定の差分）は，本研究における𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ の中央値と比較して，全般的に大きい値を示している。RM2011

の文脈では，方位を限定することで低減されるばらつきは，主に伝播経路（パス）の違いによるもの

（𝜙𝜙𝑃𝑃2𝑃𝑃）として解釈されることが多い。しかし，本研究の第 4 章で示した通り，SBSR の方位依存性

はサイト直下の局所的な不整形構造に強く支配されている。すなわち，RM2011 においてパスのばら

つきとして捉えられていた成分の中には，実際にはサイト近傍の応答特性の方位依存性が相当量含ま

れていると解釈できる。 

 以上の比較から，本研究で提案した SBSR のペア解析手法は，従来の GMM 残差分析に比べ，サイ

ト固有の系統的ばらつきと偶然的ばらつきをより高精度に分離・特定できる手法であることが確認さ

れた。 
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5.5   まとめ 
 

 本章では，第 4 章までに物理的実体が確認された SBSR の方位依存性を統計的に評価するため，KiK-

net の膨大な観測記録を用いたばらつきの要因分離手法を提案し，その適用結果について論じた。本

章で得られた知見は以下の通りである。 

 

ばらつきの分離手法の確立 

震源位置が近接する「同位置地震ペア」と，到来方位が異なる「異方位地震ペア」の変動幅の差異

に着目することで，SBSR の全変動を「偶然的ばらつき」と「系統的ばらつき」に定量的に分離する枠

組みを構築した。 

 

系統的ばらつきの寄与度 

解析の結果，系統的ばらつきと偶然的ばらつきは同程度の大きさを示し，サイト内ばらつきの約半

分は，到来方位に依存する再現性のある成分であることが明らかとなった。これは，適切な物理モデ

ル（不整形地盤モデル等）を導入することで，将来の予測における不確実性を大幅に低減できる可能

性を示している。 

 

系統的ばらつきの物理的解釈 

系統的ばらつきの大きさはサイトごとに大きく異なり，この値がサイト周辺の 3 次元的な地盤構造

や地形の複雑さを表す指標となり得ることが示唆された。 

 

既往研究との関係性の整理 

Rodriguez-Marek et al. (2011) との比較分析を通じ，従来の手法ではパスごとのばらつきとして処

理されていた成分の中に，本研究が対象とするサイト近傍の不整形性に起因する系統的ばらつきが多

分に含まれていることを明らかにした。 

 

以上の結果は，これまで偶然的ばらつきとして一括りにされてきた Single-Station Sigma の内部構造

を解明するものである。次章では，ここで抽出された系統的ばらつきと，実際の地形・地質データと

の定量的な関係性を分析し，観測記録のない地点においてもばらつきを推定可能な簡易評価手法の構

築を試みる。 
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第 6 章 変動要因の感度解析と簡易評価手法の提案 
 

6.1   概要 
 

前章では，地表/地中スペクトル比（SBSR）の変動を，到来方位に依存しない「偶然的ばらつき」

と，方位依存性を有する「系統的ばらつき」に分離し，両者が同程度の寄与を持つことを明らかにし

た。本章では，これらのばらつきがどのような物理的要因（地盤物性，地形，周波数特性など）に支

配されているかを分析し，観測記録のない地点においてもばらつきの大きさを推定可能な簡易評価手

法の構築を試みる。 

具体的には，偶然的ばらつきについては地盤の卓越周波数に着目した正規化を行い，その特性をモ

デル化する。一方，系統的ばらつきについては，地形・地質パラメータを用いた機械学習（LightGBM）

による感度解析を実施し，変動を支配する主要な要因を特定する。さらに，特定された重要パラメー

タを用いて観測点をクラスタリングすることで，サイト特性の不確実性を簡易に予測する手法を提案

する。 

 

6.2   偶然的ばらつきの周波数特性とモデル化 
 

6.2.1   卓越周波数による正規化 
第 5 章で抽出された偶然的ばらつき（𝜙𝜙0′）の周波数特性を詳細に分析するにあたり，サイト固有の

共振特性との関連に着目する。 

サイト増幅特性のばらつきに関する近年の研究として，Zhu et al. (2022)6 が挙げられる。彼らは，

KiK-net および K-NET の観測記録[6-2]を用い，単一観測点における H/V スペクトル比の標準偏差（𝜎𝜎𝐻𝐻𝐻𝐻,𝑆𝑆）

を評価した。その中で， SBSR のばらつき（𝜎𝜎𝑆𝑆𝑆𝑆,𝑆𝑆）が，サイトの基本共振周波数（𝑓𝑓0）を境界として

明瞭に変化することを示している。具体的には，SBSR から同定した𝑓𝑓0を用いて周波数軸を正規化（𝑓𝑓/𝑓𝑓0）

した分析を行い，𝑓𝑓 < 𝑓𝑓0の帯域ではばらつきが極めて小さく，𝑓𝑓 > 𝑓𝑓0の帯域でばらつきが増大するとい

う傾向を報告している。なお，𝜎𝜎𝐻𝐻𝐻𝐻,𝑆𝑆が SBSR のサイト内ばらつきを近似できる有用な指標であること

を示すとともに，ばらつきの大きさがサイトの地盤条件（AVS30 や卓越周波数）や地形の不整形さに

依存することを統計的に明らかにした。特に，特定の周波数帯域におけるばらつきが，そのサイトの

共振周波数と密接に関連して変動することを示唆している。 

本研究における偶然的ばらつき（𝜙𝜙0′）についても，Zhu et al. (2022) 6 のアプローチを参考にし，各

サイトの卓越周波数（𝑓𝑓0）に着目した。図 6-1 に，各サイトの地表-地中間の平均 S 波速度（AVShole）

および地中地震計設置深度から 1/4 波長則により算出した卓越周波数𝑓𝑓0ごとに平均した偶然的ばらつ

き(𝜙𝜙0′ (𝑓𝑓))を示す。𝑓𝑓0は各サイトで平均的な SBSR が 1 次のピークを持ちやすい周波数として定義され

る。𝑓𝑓0のカテゴリごとに，𝑓𝑓0以下の低周波数帯域でのばらつきが小さくなる様子が見られ，Zhu et al. 

(2022) 6 と同様の偶然的ばらつきが𝑓𝑓0に依存する共通した傾向があることが示唆された。 
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図 6-1 𝑓𝑓0カテゴリごとの偶然的ばらつき𝜙𝜙0′ (𝑓𝑓) 

 

そこで，各サイトに固有の地盤特性を規格化するため，Zhu et al. (2022) 6 を参考に正規化周波数

（𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ ）を導入した。図 6-2 に，正規化周波数で偶然的ばらつき𝜙𝜙0′ (𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ )を𝑓𝑓0ごとに平均した結果を

示す。なお図中の点線は，平均処理時に観測点数が 10 を下回った正規化周波数帯を示す。正規化さ

れた偶然的ばらつきは，サイトの地理的な位置によらず，類似した形状を示すことが明らかになった。

𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ <1 の低周波数帯ではどのカテゴリでも共通した標準偏差を示し，𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄  ≈ 1 付近から正規化周波数

とともに増加しはじめるような形状である。𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ ＝1 では，0.15 程度，𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ ＝2～3 では 0.15～0.3 程

度の標準偏差となった。𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ >1 の帯域においては全ての偶然的ばらつきが収束するわけではなく，ば

らつきの絶対値はサイトごとに依然として異なっている。特に，𝑓𝑓0が高周波数になるにつれて絶対値

および傾斜が大きくなっている。これは，例えば 𝑓𝑓0 = 4.5Hz の場合，𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ = 3の時に 13.5Hz の標準

偏差を見ていることになり，𝑓𝑓0が低い場合に比べ，より短波長の複雑な現象を含んでいることが要因

として考えられる。偶然的ばらつきの形状は共通した傾向を示す一方，その大きさはサイト固有の何

らかの特性に依存することを示唆している。 
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図 6-2 𝑓𝑓0カテゴリごとの正規化した偶然的ばらつき𝜙𝜙0′ (𝑓𝑓/𝑓𝑓0) 

 

6.2.2   偶然的ばらつきの共通特性 
 正規化を行った結果，偶然的ばらつきの周波数特性はサイトの地理的な位置によらず，類似した共

通の形状に収束することが明らかになった。具体的には以下の特徴が確認される。 

 

低周波数域の安定性 

𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ <1.0 の帯域では，ばらつきは 0.1 程度（自然対数標準偏差）と低く，かつ安定している。これ

は，一次共振周波数より長周期側の帯域では，地盤が比較的線形かつ単純な挙動を示し，ランダムな

変動が入り込みにくいことを示唆している。 

 

共振点付近からの増大 

 𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ ≈ 1.0付近から，正規化周波数の増加とともにばらつきが増大し始め，𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ = 2~3の範囲では

0.2〜0.3 程度に達する。 

 

高周波数域の分散 

 𝑓𝑓 𝑓𝑓0⁄ >1.0 の帯域では全体として増加傾向にあるものの，絶対値は𝑓𝑓0が高い（地盤が硬い，または層

厚が薄い）サイトほど大きくなる傾向が見られた。これは短周期成分ほど，微細な地盤不均質性の影

響を受けやすいためと考えられる。 

 

以上の結果より，偶然的ばらつきについては，サイト固有の𝑓𝑓0さえ把握できれば，その周波数特性

（スペクトル形状）をある程度の精度で標準モデルとして予測可能であることが示された。 
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6.3   機械学習を用いた系統的ばらつきの感度解析 
 

6.3.1   系統的ばらつきの指標化 
 本研究において抽出された系統的ばらつきは，理論的には地下の不整形構造や急峻な地形に起因す

る 2D/3D 的な波動伝播効果（散乱・回折・フォーカシング等）を反映していると考えられる。したが

って，このばらつきの大きさは，地形の起伏や複雑さを示す物理指標と何らかの強い相関を持つこと

が期待される。 

この仮説を検証するため，まず系統的ばらつきの大きさを単一の数値として指標化することを試み

た。指標の定義にあたっては，地盤の増幅特性において最も支配的な 1 次卓越周波数周辺の挙動に着

目することとした。ここで，1 次卓越周波数の特定に際して，SBSR のピークを直接用いることは避け

た。SBSR は，地中地震計の設置深度における上り波と下り波の干渉の影響を受け，本来の地盤特性と

は異なる見かけ上のピーク（擬似共振）を生じる場合があり[6-3]，真の共振周波数の判定が困難になる

ためである。かわりに，本検討では観測された地震波水平/上下スペクトル比（Earthquake Horizontal-

to-Vertical spectral Ratio; EHVR）を採用した。EHVR のピーク周波数は，理論的な地盤伝達関数（2E/2E）

のピーク周波数と良好に対応することが知られており[6-4]，サイト固有の共振特性を捉えることが可

能である。なお，EHVR の 1 次ピーク周波数の抽出は，Tao & Rathje (2020) [6-3]を参考に欧州の常時微

動観測ガイドライン（SESAME）[6-5]に準拠した。 

評価対象とする周波数帯域の設定については，地盤モデルの不確実性が応答に与える影響を評価し

た Barani et al. (2013)[6-6]の知見を参考にした。彼らはモンテカルロ・シミュレーションにより，地盤

物性の不確実性に伴う地盤応答（2E/2E）のピーク周波数の変動幅を定量評価している。この知見に

基づき，本研究では EHVR から特定したピーク周波数を中心とする±1.5 Hz の範囲を，工学的に重要

な評価対象帯域として設定した（図 6-3）。そして，この帯域内において，第 5 章で評価した全ばらつ

き（𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴′ ）の平均値𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴′�������から偶然的ばらつき（𝜙𝜙0′）の平均値𝜙𝜙0′���を差し引いた値を，そのサイトにお

ける方位依存性に起因する系統的ばらつき（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′ ）の代表値𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′�����と定義した。 

 

𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′����� = �𝜙𝜙𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴′�������2 − 𝜙𝜙0′���
2 式 (6-1) 

 
(a) 周波数範囲の選定 

 
(b) 系統的ばらつき𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′�����の代表値 

図 6-3 系統的ばらつきの指標化手順（MYGH13観測点の例） 
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6.3.2   サイトパラメータと系統的ばらつきの単変量解析 
 次に、算出された系統的ばらつきの代表値と，PS 検層から得られる S 波速度やインピーダンス比な

どの物性指標や各種地形指標のサイトパラメータとの関係を分析した。 

 まず，比較対象としたサイトパラメータについて説明し，それぞれ系統的ばらつきとの散布図の一

覧を図 6-4 に示す。なお，下記のフォーマットに従う。 

 

サイトパラメータ名：本文での略記（図表内での略記） 

サイトパラメータに関する説明。 

 

標高：𝐸𝐸𝐸𝐸（EL） 

地表地震計設置地点の標高。KiK-net 観測点については，観測点情報として公開されている。 

 

地中地震計深さ：𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜（depth） 

 地中地震計が設置されている場所の地表からの深さ。KiK-net 観測点については，観測点情報とし

て公開されている。 

 

最表層層厚：𝐻𝐻𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠（SurfTick） 

 PS 検層の最表層の層厚。KiK-net 観測点のうち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

最表層の卓越周波数：𝑓𝑓0,𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠（f0_SurfLayEL） 

 PS 検層の最表層の S 波速度と層厚を用いて，1/4 波長則から算出する卓越周波数。1/4 波長則は下

式の通り。 

𝑓𝑓0 =
𝑉𝑉𝑉𝑉
4𝐻𝐻

 式 (6-2) 

𝑓𝑓0は卓越周波数(Hz)，Vs は S 波速度(m/s)，H は層厚(m)を示す。 

 

地中地震計設置深度における S 波速度：𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜（Vs_hole） 

 地中地震計が設置されている基盤の S 波速度で，PS 検層結果から抽出できる。KiK-net 観測点のう

ち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

PS 検層による 30m 平均 S 波速度：𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝑃𝑃𝑃𝑃（AVS30） 

 表層 30m の平均 S 波速度で，第 2 章に示した通り以下の式で計算される。KiK-net 観測点のうち，

PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30 =
30

∑ 𝐻𝐻𝑖𝑖 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑖𝑖⁄𝑛𝑛
𝑖𝑖=1

 式 (6-3) 
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PS 検層による 10m 平均 S 波速度：𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10𝑃𝑃𝑃𝑃（AVS10） 

表層 10m の平均 S 波速度で，式 (6-3)と同様の式で計算される。KiK-net 観測点のうち，PS 検層結

果が公開されている観測点に限られる。 

 

地表-地中間平均 S 波速度：𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜（AVS_hole） 

地表から𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜までの平均 S 波速度で，式 (6-3)と同様の式で計算される。KiK-net 観測点のうち，PS

検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

基盤との S 波速度コントラスト：𝑅𝑅𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏（Vs_hole/AVS_hole） 

基盤とのインピーダンス比に類する指標。インピーダンス比は増幅特性のピーク振幅を支配するパ

ラメータであることから，本指標を導入した。𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜を基準とし，以深を基盤，以浅を堆積層と単純化

した場合のインピーダンス比を想定している。𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜/𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜から算出する。KiK-net 観測点のうち，

PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

地盤内の平均 S 波速度コントラスト：𝑅𝑅𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴（AVS_hole/AVS10） 

地表－地中地震計間での平均的なインピーダンス比を確認するための指標。𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜/𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10𝑃𝑃𝑃𝑃から

算出する。KiK-net 観測点のうち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

地盤内の S 波速度コントラスト：𝑅𝑅𝑉𝑉𝑉𝑉（Vs_hole/AVS10） 

地中地震計以浅でのインピーダンス比を確認するための指標。𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜/𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10𝑃𝑃𝑃𝑃から算出する。KiK-

net 観測点のうち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

S 波速度コントラスト最大層での卓越周波数：𝑓𝑓0,𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅（f0_ImpedanceMaxVS） 

 PS 検層結果から，S 波速度のコントラストが最も大きい層を対象に，その層以浅の平均 S 波速度と

層厚を用い，1/4 波長則により卓越周波数を算出する。KiK-net 観測点のうち，PS 検層結果が公開さ

れている観測点に限られる。 

 

平均 S 波速度コントラスト最大層での卓越周波数：𝑓𝑓0,𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴（f0_ImpedanceMaxAVS） 

 PS 検層結果を基に地表－地中地震計間の S 波速度構造を 2 層に単純化したとき，速度コントラス

トが最大になる 2 層構造で卓越周波数を計算する。KiK-net 観測点のうち，PS 検層結果が公開されて

いる観測点に限られる。 

 

地表－地中間平均 S 波速度による卓越周波数：𝑓𝑓0,𝑆𝑆（f0_S） 

 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜と𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜から計算される地表－地中地震計間の卓越周波数。1/4 波長則を用いて算出する。

KiK-net 観測点のうち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 
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地表－地中間平均 P 波速度による卓越周波数：𝑓𝑓0,𝑃𝑃（f0_P） 

 平均 P 波速度𝐴𝐴𝐴𝐴𝑃𝑃ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜と𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜から計算される地表－地中地震計間の卓越周波数。1/4 波長則を用い

て算出する。KiK-net 観測点のうち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

地表－地中間平均 S 波速度と平均 P 波速度の比：𝜐𝜐𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴（AVP_hole/AVS_hole） 

 平均 S 波速度に対する平均 P 波速度の比で，ポアソン比に類する指標として採用した。KiK-net 観

測点のうち，PS 検層結果が公開されている観測点に限られる。 

 

J-SHIS による 30m 平均 S 波速度：𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽（JSHIS-AVS30） 

 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝑃𝑃𝑃𝑃と同じ指標であるが，防災科学技術研究所による J-SHIS[6-7]が表層地盤情報として全国で

250m メッシュ毎に公開している。微地形区分を基に推定した値であるため，𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝑃𝑃𝑃𝑃より精度はや

や落ちることが考えられるが，PS 検層等が未調査の地点でも使用可能な汎用性の高さから採用した。 

 

Topographic Position Index：𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇（TPI） 

 地表の標高に関する指標で，周辺の標高の中央値と対象地点の標高（EL）の差分から算出される。

本検討では，250m の範囲での中央値と比較した。標高データは，国土地理院の数値標高（DEM10B）
[6-8]を使用した。比高とも呼ばれ，正の時は周辺より高地，負の時は周辺より低地に位置する。公開情

報から任意の場所で使用可能である。 

 

250m 範囲の尾根谷度：𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅（RVD-250m） 

 尾根谷度は，地上開度と地下開度との関係から傾斜の値と独立した尾根か谷かを示す指標として，

対象地点と地形断面上の点を結ぶ直線の角度の最大値と最低値の平均値として定義されている[6-9]。

北から 45°間隔の 8 方位に対して尾根谷度を算出し，その平均値を取ることから，3 次元的な地形変

化を反映する指標として採用した。本検討では，250m の範囲に対して尾根谷度を計算しており，標

高データは国土地理院の数値標高（DEM10B）を使用した。公開情報から任意の場所で使用可能であ

る。 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 =
𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂 − 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈

2
 式 (6-4) 

 

尾根谷度の方位標準偏差：𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅（S.D.RVD-250m） 

 尾根谷度を算出する際，北から 45°間隔の 8 方位の平均を取るが，その際の標準偏差から，起伏の

激しさを表す指標として採用した。公開情報から任意の場所で使用可能である。 

 

地下開度：𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈（UGO） 

 地下開度は，天底と地形断面の下側接線の角度を表す。公開情報から任意の場所で使用可能である。 

 

地上開度：𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂（OGO） 

地上開度は，天頂と地形断面の上側接線の角度を表す。公開情報から任意の場所で使用可能である。 
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地中地震計深さと同距離範囲の尾根谷度：𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑（RVD-depx1） 

 尾根谷度の計算範囲を𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜と同じ距離とした時の指標。公開情報から任意の場所で使用可能である。 

 

J-SHIS 深部地下構造の最大傾斜角：𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚（JSDchiltMax） 

 J-SHIS の深部地下構造モデルを基に算出する，層の傾斜角に関する指標。地表から地震基盤の間で，

傾斜が最大となる層の傾斜角を採用する。傾斜角は隣接メッシュの層下端深さを用い，以下の式から

算出した。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 =
360
2𝜋𝜋

× arctan ���
𝐷𝐷𝐸𝐸 − 𝐷𝐷𝑊𝑊

2∆𝑥𝑥
�
2

+ �
𝐷𝐷𝑁𝑁 − 𝐷𝐷𝑆𝑆

2∆𝑥𝑥
�
2

� 式 (6-5) 

𝐷𝐷𝐸𝐸は西隣り，𝐷𝐷𝐸𝐸は東隣り，𝐷𝐷𝑁𝑁は北隣り，𝐷𝐷𝑆𝑆は南隣りのメッシュにおける層下端深さを表す。公開情報

から任意の場所で使用可能である。 

 

J-SHIS 深部地盤構造の最表層の傾斜角：𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠（JSDchilt_Surf） 

 J-SHIS 深部地盤構造モデルにおける最表層の下面境界の傾斜角。公開情報から任意の場所で使用可

能である。 

 

J-SHIS 深部地盤構造において地中地震計深度に該当する層の傾斜角：𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜（JSDchilt_hole） 

J-SHIS 深部地盤構造モデルにおける対象地点の地中地震計設置深さに該当する層の上面境界の傾斜

角。公開情報から任意の場所で使用可能である。 
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(1) 𝐸𝐸𝐸𝐸 

 

(2) 𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  

 

(3) 𝐻𝐻𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 

 

(4)𝑓𝑓0,𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 

 

(5) 𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  

 

(6) 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝑃𝑃𝑃𝑃 

 

(7)𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10𝑃𝑃𝑃𝑃  

 

(8) 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  

 

(9) 𝑓𝑓0,𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅  

 

(10) 𝑓𝑓0,𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴  

 

(11)𝑅𝑅𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏  

 

(12) 𝑅𝑅𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 

 

(13) 𝑅𝑅𝑉𝑉𝑉𝑉 

 

(14) 𝑓𝑓0,𝑆𝑆 

 

(15) 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽 

図 6-4 サイトパラメータと系統的ばらつきの代表値𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′�����の相関図 
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(16) 𝜐𝜐𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 

 

(17)𝑓𝑓0,𝑃𝑃 

 

(18) 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 

 

(19) 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 

 

(20)𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅  

 

(21) 𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈 

 

(22) 𝑂𝑂𝐺𝐺𝐺𝐺 

 

(23) 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 

 

(23) 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚  

 

(24) 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 

 

(25) 𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  

 

図 6-4 サイトパラメータと系統的ばらつきの代表値𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′�����の相関図（続き） 

 

個別のパラメータとの相関を確認した結果，両者の間には「S 波速度が大きいほどばらつきが大き

い」といった大まかな傾向は見られるものの，観測点ごとのばらつきの大小を明瞭に説明・分類でき

るほどの明確な関係性は見出せなかった。この結果は，系統的ばらつきを生じさせる物理現象が，単

一のサイトパラメータのみで記述できるほど単純ではなく，地形の凹凸，地盤の硬軟，インピーダン

ス比など，複数の要因が複雑に絡み合った相互作用として現れていることを示唆している。 

  

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 2 4 6 8

系
統
的
ば
ら
つ
き

AVP/AVS

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 2 4 6 8 10 12 14

系
統
的
ば
ら
つ
き

f0_P(Hz)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

-300 -200 -100 0 100 200 300

系
統
的
ば
ら
つ
き

TPI(m)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

-20 -10 0 10 20

系
統
的
ば
ら
つ
き

RVD(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 5 10 15

系
統
的
ば
ら
つ
き

S.D.RVD(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

60 70 80 90 100

系
統
的
ば
ら
つ
き

UGO(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

60 70 80 90 100

系
統
的
ば
ら
つ
き

OGO(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

-20 -10 0 10 20

系
統
的
ば
ら
つ
き

RVD_dep(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 10 20 30 40 50

系
統
的
ば
ら
つ
き

JSDchiltMax(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 2 4 6 8 10

系
統
的
ば
ら
つ
き

JSDchiltSurf(deg.)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 10 20 30 40

系
統
的
ば
ら
つ
き

JSDchilt_hole(deg.)



85 

6.3.3   機械学習を用いた感度解析 
 このような単純な指標比較では系統的ばらつきを表現できないことを踏まえ，本検討では複数のパ

ラメータが非線形に作用する複合的な効果を解明するため，機械学習を用いた多変量解析を導入する

こととした。サイト特性の評価において機械学習を活用する試みは近年進展しており，例えば 

Bahrampouri & Rodriguez-Marek (2023)[6-10]は，サポートベクターマシン（SVM）を用いて多数の地形・

地質パラメータから 1 次元地盤応答解析の適用性を判別するモデルを構築し，多次元の特徴量空間で

の評価の有効性を示している。 

 そこで本研究では，決定木ベースの勾配ブースティング手法である LightGBM を採用する（図 6-5）。

この手法は，変数間の複雑な相互作用や非線形性を考慮した樹形モデルを構築できるため，ある条件

下において，どのパラメータが支配的になるかという複雑な分岐構造を捉えるのに適している。本節

では，この LightGBM を用いた感度解析により，これまで単変量解析では不明瞭であった系統的ばら

つきの支配要因を，全パラメータの影響度という観点から定量的に明らかにすることを目的とする。

なお，LightGBM は，Python ライブラリの lightgbm[6-11]を使用した。 

 

 

図 6-5 LightGBMの樹形モデルの例 
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6.3.4   解析条件と使用データ 
 感度解析の目的変数には，6.3.1 節の系統的ばらつきの代表値（𝜙𝜙𝑎𝑎𝑎𝑎′�����）を設定し，説明変数（特徴量）

には 6.3.2 節のサイトパラメータを採用した。サイトパラメータは以下の 3 つのカテゴリに属してお

り，情報の入手に係るコストに応じて分類した。表 2-1 にパラメータとカテゴリの対応表を示す。 

 

・公開情報から取得可能なパラメータ（コスト低，表中緑色） 

・PS 検層の物性値情報から算出可能なパラメータ（コスト中，表中赤色） 

 ・地震観測記録から算出（コスト高，表中青色） 

 

なお，LightGBM を含む決定木ベースのアルゴリズムは，学習時の乱数シードや初期条件によって

生成されるモデル構造が変化する性質を持つ。この変動は，特に説明変数の説明力が弱く，決定係数

が小さいモデルにおいて顕著に現れる傾向がある。実際，予備検討として数ケースの学習を実施した

ところ，検証データに対する決定係数（𝑅𝑅2）は 0.25～0.40 程度にとどまり，単一の予測モデルとして

使用するには精度が不十分であることが確認された。しかし，本解析の主目的は系統的ばらつきの値

を精密に予測することではなく，その変動を支配するパラメータの感度を相対的に評価することにあ

る。そこで本検討では，単一モデルの不安定性を排除するため，乱数シードやハイパーパラメータを

ランダムに変化させた 500 通りのモデルを作成するアンサンブル的なアプローチを採用した。 

 説明変数の影響度評価には，SHAP (SHapley Additive exPlanations) 値[6-12]を用いた。SHAP 値は，協

力ゲーム理論における Shapley 値の概念を機械学習に応用したものであり，予測値に対して各特徴量

がどの程度寄与したかを定量的に配分する指標である。最終的な支配要因の特定にあたっては，作成

した 500 モデルのそれぞれから得られた SHAP 値を，各モデルの決定係数で重み付け平均する処理を

行った。これにより，精度の低いモデルの影響を低減しつつ，ロバストに感度の高いパラメータを抽

出することとした。なお，SHAP 値の計算には Python ライブラリの shap[6-12]を使用した。 



87 

 

表 6-1 機械学習における説明変数一覧 

 

標高 

𝐸𝐸𝐸𝐸 

地中地震計深さ 

𝐻𝐻ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 
最表層層厚 

𝐻𝐻𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 
最表層の卓越周波数 

𝑓𝑓0,𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 

地中地震計設置深度に 

おける S 波速度 

𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 
PS 検層による 

30m 平均 S 波速度 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝑃𝑃𝑃𝑃  

PS 検層による 

10m 平均 S 波速度 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴10𝑃𝑃𝑃𝑃  

地表-地中間平均 S 波速度 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  

基盤との S 波速度 

コントラスト 

𝑅𝑅𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏𝑏  

地盤内の平均 S 波速度 

コントラスト 

𝑅𝑅𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴  

地盤内の S 波速度 

コントラスト 

𝑅𝑅𝑉𝑉𝑉𝑉  

S 波速度コントラスト 

最大層での卓越周波数 

𝑓𝑓0,𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 

平均 S 波速度コントラスト最

大層での卓越周波数 

𝑓𝑓0,𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 

地表－地中間平均 S 波速度に

よる卓越周波数 

𝑓𝑓0,𝑆𝑆  

地表－地中間平均 P 波速度に

よる卓越周波数 

𝑓𝑓0,𝑃𝑃 

地表－地中間平均 S 波速度と

平均 P 波速度の比 

𝜐𝜐𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴  

J-SHIS による 

30m 平均 S 波速度 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴30𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽  

Topographic Position Index 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇 

250m 範囲の尾根谷度 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 

尾根谷度の方位標準偏差 

𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 

地下開度 

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈𝑈 

地上開度 

𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂 

地中地震計深さと 

同距離範囲の尾根谷度 

𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 

J-SHIS 深部地下構造の 

最大傾斜角 

𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚  

J-SHIS 深部地盤構造の 

最表層の傾斜角 

𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 

J-SHIS 深部地下構造の 

地中地震計深度層の傾斜角 

𝑆𝑆𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐽𝐽𝐽𝐽,ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜  

EHVSR のピーク周波数 

（ターゲット周波数） 

𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻  

ターゲット周波数と 

卓越周波数の乖離 

𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻 𝑓𝑓0,𝑆𝑆⁄  

偶然的ばらつきの 

平均値からの乖離 

𝜙𝜙𝑝𝑝 𝜙𝜙𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚⁄  
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6.3.5   サイトパラメータの感度解析結果 
 に感度解析の結果を示す。系統的ばらつきに対して特に寄与度の高い（SHAP 値の絶対値平均が大

きい）パラメータとして，以下の 3 つが抽出された。 

 

1. 𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻（EHVR のピーク周波数） 

 サイトの共振特性を直接的に表す指標であり，系統的ばらつきの大きさと最も強い相関を示した。 

2. 𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜（地中地震計設置位置の S 波速度） 

地中地震計の設置基盤の剛性を表す指標。設置基盤の S 波速度が大きいほど，系統的ばらつきが大

きく，卓越周波数の高周波数化，もしくは硬い地盤ほど複雑な地形を有するなどの，複合的要因に

起因していることが考えられる。 

3. 𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅（尾根谷度の方位標準偏差） 

サイト周辺（半径 250m）の地形の凹凸の激しさや方向性を表す指標。この値が大きい（周辺地形

が複雑である）ほど，系統的ばらつきが増大することが確認された。 
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図 6-6 LightGBMによる感度解析結果 
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6.4   サイトパラメータに基づく簡易評価手法の提案 
 

6.4.1   パーセンタイルに基づく類型化手法 
 前節の感度解析において，LightGBM を用いた回帰モデルの構築を試みたが，検証データに対する

決定係数は最大でも 0.35 程度にとどまった。これは，系統的ばらつきという現象が，本研究で考慮し

たサイトパラメータ以外の未知の要因（例えば，より深部の地下構造や，震源の微細な破壊過程との

結合など）にも影響を受けていること，あるいはパラメータ間の関係が極めて複雑であることを示唆

している。したがって，任意の地点における系統的ばらつきの絶対値を，回帰式を用いてピンポイン

トで予測することは現状では困難であると判断した。 

しかしながら，SHAP 値による分析から，系統的ばらつきを支配する主要な要因が𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻，𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜，

𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅の 3 点にあることは明確となった。そこで本節では、予測の精度ではなく「尤度（確からし

さ）」の評価に視点を移し，これらの重要パラメータを用いて観測点を単純に類型化（カテゴライズ）

することで，サイトが潜在的に有する不確実性のレベルを工学的に評価する手法を検討する。 

複雑なクラスタリング手法は用いず，実務的な適用性を考慮したシンプルかつロバストな分類手法

を採用した。具体的には，特定された 3 つの重要パラメータ（𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻，𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜，𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅）のそれぞれに

ついて，全観測点のデータ分布における 33 パーセンタイル値および 67 パーセンタイル値を閾値とし

て設定した。これにより，各パラメータを「小（Low）」・「中（Mid）」・「大（High）」の 3 つの水準に

区分し，その組み合わせによって観測点の特性を類型化した。 
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6.4.2   類型化されたサイト特性と系統的ばらつきの関係 
図 6-7に，各クラスの系統的ばらつきの結果を示す。また，各パラメータの閾値を表 6-2 に，各ク

ラスにおける統計的ばらつきの中央値および四分位範囲を表 6-3に示す。設定した各パラメータのク

ラスごとに，属する観測点の系統的ばらつきの中央値を算出し，その傾向を分析した。その結果，物

理的な地盤背景と整合する以下のような明瞭な傾向が確認された。 

 

地形の複雑さによる影響 

 𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅のクラスが Low から High になるにつれて，系統的ばらつきの値は明瞭に増加する傾向を示

した。これは，地表の地形が複雑になるほど，散乱や回折といった 2D/3D 的な波動伝播が顕著にな

り，方位依存性が増大するという解釈と一致する。 

 

設置基盤の剛性による影響 

 𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜のクラスが Low から High になるにつれて，系統的ばらつきが大きくなる傾向が見られた。

ただし，𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅が Low のグループ，すなわち平坦な地形を有する観測点においては，𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻のグルー

プによってその傾向がより顕著に出る。𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻が Low のグループでは，𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜による差は小さいが，High

のグループでは，𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜がより支配的に変動している。 

 

複合的な最大変動条件 

 以上の傾向を総合すると、系統的ばらつきは以下の 2 パターンの時に最大となることが示された。 

・地形が平坦（𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅が Low）で共振周波数が高い（𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜および𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻が High） 

・地形が複雑（𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅が Low）で共振周波数が高い（𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜および𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻が High） 
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図 6-7 類型化による系統的ばらつきの評価 
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表 6-2 類型化に用いた各サイトパラメータの閾値 

 パーセンタイル値 

サイトパラメータ 33% 67% 

𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻(Hz) 3.4 5.25 

𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(m/s) 1250 1990 

𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅(deg.) 2.55 4.63 

 

 

表 6-3 クラスごとの系統的ばらつきの中央値と四分位範囲 

 

 

 

本検討の結果，機械学習のようなブラックボックス的なモデルを用いずとも，支配的な 3 つの物理

パラメータを単純に 3 水準でランク分けするだけで，そのサイトにおける系統的ばらつきの大小関係

を概略的に評価（スクリーニング）できることが明らかとなった。この手法は，「地形が複雑もしくは

共振周波数が高い（硬い）場所では，1 次元解析の不確実性が大きくなる」という定性的な知見，KiK-

net の大規模データに基づいて定量的に裏付けるものであり，耐震設計実務において詳細調査や余裕

幅の設定を検討する際の有用な判断材料となり得る。 

 

  

Median IQR Median IQR Median IQR

Low 0.132 0.065 0.192 0.055 0.190 0.099

Mid 0.189 0.107 0.223 0.124 0.215 0.078

High 0.210 0.050 0.263 0.073 0.238 0.069

Low 0.149 0.071 0.217 0.078 0.238 0.082

Mid 0.193 0.126 0.221 0.073 0.287 0.094

High 0.292 0.120 0.234 0.073 0.260 0.155

Low 0.179 0.069 0.270 0.082 0.293 0.029

Mid 0.263 0.155 0.288 0.124 0.321 0.134

High 0.346 0.122 0.295 0.077 0.318 0.136
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6.5   まとめ 
 

 本章では，第 5 章において分離された地表/地中スペクトル比（SBSR）の「偶然的ばらつき」およ

び「系統的ばらつき」について，それぞれの物理的背景に基づいた特性分析を行い，最終的に実務に

適用可能な簡易評価手法を提案した。 本章で得られた知見と成果は以下の通りである。 

 

偶然的ばらつきのモデル化 

偶然的ばらつきは，サイトごとに異なる共振特性に依存するが，地盤構造（PS 検層）から算出され

る一次卓越周波数で正規化することで，サイト条件によらず普遍的なスペクトル形状に収束すること

を見出した。これにより，基本的な地盤情報さえあれば，その地点で想定されるランダムな変動成分

（偶然的不確実性）の上限値を予測することが可能となった。 

 

系統的ばらつきの支配要因の特定 

系統的ばらつきは，単一の地形指標では説明できない複雑な現象であるが，機械学習（LightGBM）

と SHAP 値を用いた感度解析により，その変動を支配する主要因が「H/V ピーク周波数（𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻）」「基

盤 S 波速度（𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜）」「尾根谷度の標準偏差（𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅）」の 3 点にあることを突き止めた。これは，系

統的ばらつきが「地形の不整形さ」と「地盤の増幅能（インピーダンス比）」の相互作用として発現し

ていることを定量的に裏付けるものである。 

 

簡易評価手法の構築 

特定された 3 つの支配パラメータを「小・中・大」の 3 水準に類型化し，系統的ばらつきの傾向を

分析した結果，共振周波数が高い（もしくは硬質）サイトにおいて系統的ばらつきが最大化するとい

う重要な知見を得た。これは，地形が平坦もしくは複雑である時に最大となり，硬質地盤においては

短周期成分の散乱や入射角特性が応答に鋭敏に影響するためと考えられる。 

 

 本研究の一連の検討により，従来は一律に処理されがちであったサイト増幅特性の不確実性に対し，

物理的根拠に基づく分離評価の枠組みを構築した。特に，軟弱地盤だけでなく，これまで比較的安定

していると考えられてきた硬質地盤（岩盤サイト等）においてこそ，方位依存性に起因する認識論的

不確実性を慎重に見積もる必要があることを示した点は，耐震設計実務におけるサイト評価の精緻化

が必要不可欠であることを強調するものである。 
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第 7 章 結論 
 

7.1   本研究の総括 
 

 本研究では，地震工学におけるサイト特性評価の高度化を目的として，全国の KiK-net で得られた

膨大な強震観測記録に基づき，地表/地中スペクトル比（SBSR）に見られる方位依存性と変動特性に

関する体系的な研究を行った。従来の 1 次元重複反射理論やエルゴード的なハザード評価の枠組みで

は偶然的ばらつきとして統計処理されてきた変動成分の中に，サイト固有の物理的要因に起因する系

統的ばらつきが含まれていることを実証し，その分離・評価手法および簡易予測手法を提案した。 

 KiK-net 観測網を用いた網羅的な統計分析により，線形範囲内の挙動であっても SBSR は地震イベン

トごとに無視できないばらつきを有することを確認した。特に，Transverse 成分を用いた分析および

特定観測点（CHBH14）の詳細解析から，この変動は地震波の入射角よりも「到来方位」に対して強い

依存性を持つことを多変量解析（MANOVA）により統計的に実証した。これは，従来の 1 次元理論（水

平成層・鉛直入射仮定）の限界をデータに基づいて示したものである。 

 二重スペクトル比法（TSR）を応用した解析により，SBSR の変動成分が近接観測点間（20km 以内）

であっても空間相関を持たないことを明らかにした。これにより，当該変動が震源や深部伝播経路と

いった広域的な要因（大局的要因）ではなく，サイト直下の局所的な地盤特性に起因する現象である

ことを裏付けた。さらに，2 次元有限要素法（FEM）を用いた数値シミュレーションにより，地下の

不整形構造や急峻な地形における散乱・回折・干渉現象が，観測されたような方位依存性を物理的に

再現し得ることを確認した。これらの検証により，SBSR の方位依存性に起因するばらつきは除去不

可能なノイズではなく，適切なモデル化により説明可能な認識論的不確実性であることを定性的に示

した。 

 観測された SBSR の地震間変動を，偶然的ばらつきと系統的ばらつきに分離する統計的枠組みを構

築した。解析の結果，両者は同程度の寄与度を持っており，従来の手法では評価しきれなかったサイ

ト内ばらつき（Single-Station Sigma）の約半分が，到来方位に依存する再現性のある系統的成分であ

ることを明らかにした。 

 分離された各ばらつき成分に対し，実務適用を念頭に置いた簡易評価手法を構築した。偶然的ばら

つきは，サイトの一次卓越周波数（𝑓𝑓0）で正規化することで，サイト条件によらず普遍的なスペクト

ル形状に収束することを見出した。系統的ばらつきは，機械学習（LightGBM）を用いた感度解析によ

り，支配的な要因が「H/V ピーク周波数（𝑓𝑓𝑝𝑝,𝐻𝐻𝐻𝐻）」「地中地震計設置基盤 S 波速度（𝑉𝑉𝑉𝑉ℎ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜）」「尾根谷

度の方位標準偏差（𝑆𝑆.𝐷𝐷.𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅）」の 3 点にあることを特定した。これらを用いた類型化により，詳細な

地盤調査を実施せずとも，地形・地質情報からサイト特性の不確実性幅を推定する手法を提案した。 

  



97 

7.2   課題と今後の展望 
 

 本研究では，SBSR の方位依存性を系統的ばらつきとして分離・評価する枠組みを構築し，その支配

要因を明らかにした。しかし，実務における高精度な予測や物理メカニズムの完全な解明に向けては，

いくつかの課題が残されている。以下に，本研究の課題とそれを踏まえた今後の展望を述べる。 

 

系統的ばらつきの定量的予測モデルの高度化 

 第 6 章の感度解析において，系統的ばらつきを支配するパラメータ（H/V ピーク周波数，基盤 S 波

速度，尾根谷度標準偏差）を特定したが，機械学習（LightGBM）を用いた回帰モデルによる予測精度

（決定係数）は低水準に留まった。これは，系統的ばらつきが本研究で考慮したパラメータ以外の未

知の要因（より深部の 3 次元構造や複雑な地下構造の相互作用など）にも影響されていることを示唆

している。任意の地点におけるばらつきの絶対値をピンポイントで予測するためには，より多角的な

地盤情報の集約や，モデル構造のさらなる検討が必要である。 

 

偶然的ばらつきに含まれる残差成分の解明 

 本研究で抽出された偶然的ばらつきは，従来の評価に比べて低減されたものの，依然として一定の

大きさを有している。同位置地震ペアを用いた分析の限界として，この成分の中には，震源の発震機

構（放射パターン）の差異や，強震動入力履歴に伴う地盤物性の経時変化など，未解明の系統的要因

が残存している可能性がある。真に予測不可能なランダム成分を特定し，不確実性をさらに低減する

ためには，震源物理や地盤の非線形挙動を考慮した詳細な分析が求められる。 

 

非エルゴード的地震ハザード評価への実装と展開 

 上記の課題はあるものの，提案した類型化手法を用いれば，サイトが潜在的に有する不確実性のレ

ベルを概略的に評価することは可能である。今後は，この手法を地震ハザード評価（PSHA）の枠組み

に実装し，サイト固有の系統的ばらつきを適切に考慮することで，過度な保守性を排除した合理的な

耐震設計への貢献が期待される。 

 

観測記録のない地点への適用拡大 

 本研究で構築した簡易評価手法は，公開されている地形・地質情報に基づいているため，観測記録

が存在しない一般的な建設地点へも適用可能である。今後は，KiK-net 以外の観測網や異なる地質環

境への適用を通じて評価モデルの汎用性を高め，広域的なハザード評価の精緻化に寄与することを目

指す。 
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